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I 戦後の「復興」と電源開発の展開
一一一高辻県政「第1次総合開発計画」を中心にして一一
戦前富山県の産業構造は， 1940 （昭15）年に例をとると，労働力就業人口別では，第1次産業51
Z，第2次産業25%，第3次産業24%（全国平均では， 第1次44%，第2次26%，第3次30%）と
農林漁業等の第1次産業の比重がきわめて大きかったことが分る。 このうち，とくに工業部門の構
成についてみると， 1936 （昭11）年で，同じく労働力就業人口では繊維工業66%，金属・機械・化
学工業23%，その他10%となっており， 繊維工業に代表される消費財生産部門（第E部門〉の比重
が大きく，生産財生産部門（第I部門〕の比重は，戦後に比較して， きわめて低かったものと言え
る。生産額においても， 1936（昭11）年で繊維工業が57%を占め，金属・機械・化学工業の第E部
門は38%，その他6%とし、う構成であった。 しかし，このような工業部門も，本来，世界資本主義
体制の下で再生産構造の基盤をもちえなかった重化学工業が， 30年代から40年代にかけて国家独占
資本主義体制に移行したことによって，破局的に再生産構造の基盤をもっ至り， 第E部門に代って
第I部門の比重が肥大化していった。 1942（昭17）年に至ると，生産額において，繊維工業の17%
に対し，金属・機械・化学工業は78%と優位に立ち，戦前の工業生産のピークを記すに至る。工業
配置も，県下各地に散在して関西系資本に担われていた紡績資本も重化学工業へ転化しはじめ， ま
た東京系資本に担われて， 主に高岡伏木地区に立地していた化学工業も金属・機械工業とともに富
山岩顕地区にも進出し，新興の重化学工業地帯を形成していったので、ある。 こうして戦前のピー
ク＝1942（昭17）年には，工場数（5人以上〉が1,062工場，労働者数6万2千名に至り， うち不
二越鋼材の労働者だけで4万名をオーバーしたと言われる。 500人以上工場数は27工場， 1,000人以
上工場は11工場を数えた。
以上のような産業構造， 就中工業構造を擁した富山県は，戦略的にも満鮮と最短距離に位置し，
伏木・富山の両港湾を中心とした交通の便に加え，戦前に13発電所，最大出力合計556.4万KWの豊
富な電力をもち， しかも産業構造にもみられる農山漁村の豊富な低賃金労働力の存在と相まって，
軍需物資生産・供給地として最適地となっていたものと言うことができょう。
しかし1944（昭19）年7月の富山市の空襲， 1945 （昭20）年8月1日の富山市全域の全焼と続い
て敗戦日を迎えた。 かくて1945（昭20）年の稼働工場数（5人以上〉は， 676工場，従業員2万8
千名におちこんでしまう。 また県下の軍需工場85工場のうち， 23工場は休業あるいは閉鎖し，不二
越，立山重工，日本曹達高岡工場ら19工場は賠償指定をうけ，残り66工場は民需へ転換した。 産業
構造について，就中工業部門の構成について， 戦前のピーク1942（昭17）年と敗戦直後の1947（昭
22）年とを比較してみると， 労働力構成では全体の中で繊維工業の比率は29%から31%に上昇，そ
れに対し金属・機械・化学工業（第1部門〉の比重は62%から53%へ低下し， また生産額において
も繊維工業は17%から22%へ上昇，金属・機械・化学工業部門は78%から64%へ低下した。 こうし
た傾向は， 1946（昭21）年に呉羽紡，日清紡，日東紡，敷島紡等県内6大工場が操業許可とともに
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我時の重工業から繊維工業へ再転換したことも影響していると考えられる。
一方，敗戦直後には日産化学富山工場や日本カーパイト魚津工場も操業開始し， また1946〔昭21
）年には新たに大谷工業富山工場が設立され， 富山トヨタ自動車も設立された。翌年には中越パル
プも設立されている。 さらには1946c昭21）年には富山・高岡の商工会議所も発足し，翌年には全
調初の「富山市復興都市計画」が着手された。 降って1949c昭24）年には日本ゼオγ高岡工場や十
条製紙伏木工場も設立されるに至った。
しかし他方では，この頃の住民の生活は文字通り衣食住に不足し， たとえば1945c昭20〕年の11
月には食糧営団の主食在庫が県内消費量の2～3日分にしか達していなかった程で， 遅配や欠配で
食糧難が生活を覆った。加えて 1945c昭20）年の米作は空前の大凶作で， 138,800 t kこしか達せ
ず，戦前の米穀生産のピーク， 1942 （昭12）年の 271,400t に比較して半分に低落していたので、
ある。 1947 （昭22）年12月の米1升の公定価格が13円80銭であるのに対し，ヤミ価格は 110円と大
きな格差を示し， 野菜や生鮮魚の統制が撤廃されたとは言え， 各市町の駅前にはノミラックが急造
され，闇市が栄えた。 インフレーションの進行と相まって県内にも労働・農民運動が激化していく
のである。
敗戦直後のインプレーションは， 財源を赤字公債と日銀借入に依存して軍需補償金に支出したこ
とによって進行した。 1947 （昭22）年成立した片山政権は，賃金・物価体系と補給金制度を基軸と
した，いわゆる傾斜生産方式を採用した。 すなわち石炭や鉄の価格と賃金ベースを決定することに
よって他価格を規定する公定価格体系を採用し， 鉄や石炭の低公定価格（消費者価格）と独占利潤
を含む供給価格の差を補給金として付与する価格差補給金政策（その基盤はいうまでもなく税金〉
を強行したので‘ある。 その額は巨額にのぼり終戦処理費と合わせて国家予算の60%にも達した。ま
た復金融資政策が遂行され， その大部分は日銀引受の赤字公債に依っていたため日銀券増発とな
り， いわゆる復金インフレを招いた。農民や労働者には低米価， 低賃金が押しつけられたのに対
し，独占には以上の他， ガリオア・エロアの援助物資払下代金が安価な原料確保のため輸入補給金
として供給されたのである。 このように国家予算の大半が傾斜生産方式を通じて独占に注入され，
専ら「民主化」の内政は地方自治体へ委任された。
1947 （昭22〕年5月3日憲法が施行されたが， その8章に「地方自治」の基本原則が規定され，
また同時に地方自治法も施行された。 これによって戦前の内務省一都道府県一市町村の上下関係が
廃止され，府県や市町村の自治体としての独立性が認められたこと， 住民の地方自治参加の範閤が
拡大し，地方自治体や議会の権限が拡大したこと， また自治体首長の公選制や直接請求権が実現し
たこと，その他警察行政や教育行政が「自治行政J化した。
富山県でも，地方自治法の施行を前後して， 県知事や市町村長の選挙が行われ， 5月には県およ
び市町村議員選挙が行われて， この中から初の女性県会議員が誕生したりしている。戦後の富山県
知事は1944（昭19）年7月以来の官選知事岡本茂が1945（昭20）年10月まで務めたあと， 吉武恵市
（昭20年10月～21年1月〉，田中啓一（昭21年1月～21年7月）， 石丸敬次（昭21年7月～22年2
月〉と官選知事が短期間交替でつづいた。 そして1947c昭22）年2月，初の公選知事館哲二が誕生
したが，同年11月に館知事は公職追放となり，副知事高辻武邦が翌年11月まで代行した。 こうして
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1948 （昭23）年11月知事選が行われ，第1次高辻県政が誕生するに至る。 1947 （昭22）年3月には
町内会や隣組も廃止され， 1948（昭23）年11月には県教育委員会が発足した。
しかし，こうした地方自治の進展に対して， 他方ではインフレや重税，米の強権供出等で住民の
生活難がつづき，こうした中でこの時期，地方財政危機は深刻化した。 1948 （昭23）年度の富山県
財政も一般会計収入22億2,448万円， 支出 23億4,826万円で赤字1億2,378万円にのぼり， 特別会計
合わせても 1億2,090万円の赤字を計上している。農民運動も活発化しはじめ 1946（昭21）年2月
には日本農民組合県支部が結成され， 同年4月には供米強権発動反対県民大会が開催された。尚，
農業に関して付言すれば， 1945（昭20）年GH Qの農地解放指令以降， 翌年農地改草に関するこ法
案（自作農創設特別措置法，農地調整改正法〉が出され， 1947 （昭22〕年には農業協同組合法が成
立している。これらを受けて，富山県においても1946（昭21〕年には市町村，翌年には県の農地委員
が各々選出され，また市町村に農業共済組合が発足し，農地解放作業が開始された。 1948 （昭23〕
年には，県下の農業会はすべて解散し， これに代わって各市町村に 261の農業協同組合が発足して
いる。
一方県下の労働運動も高揚し， 1945（昭20）年の朝日興業，保土ヶ谷化学，日本カーボン等の争議
を皮切りに，翌年には不二越労組人員整理反対斗争， 国鉄富山労働争議，県下電産争議，さらには
県教組賃金要求斗争等と続き， 1947 （昭22）年県官公庁労組協議会の2・1スト中止に至るまで激
化した。 しかしその後も不二越や日本カーボンの争議にみられるように労働運動の胎動は消え失せ
はしなかったので、ある。労働組合数も1945（昭20）年12月の45組合，約15,000名から1948（昭23）年
6月の 423組合， 約86,200名と拡大し，これらは後ちの1951（昭26）年に総同盟，中立，県全労会
議が統合して県労働組合評議会となり， 1954 （昭29〕年に県労働組合協議会と改称するに至る。一
方，以上のような敗戦直後の労働運動と呼応して市民の運動も高まり， 1947 （昭22）年に高岡で悪
税撤廃運動を目的とした県民大会が聞かれ， 富山市総曲輪でも物価引下運動が行われた。さらには
富山市の業者間でヤミ物資の不買運動を起こし結束を固めている。
以上のような情勢に直面して政府の急務とすべきはインフレ収束と税体系の建直し， 地方財政危
機を緩和することであった。すなわち， 1949（昭24）年に重税と多額の国債償還費計上を内容とし
た超均衝予算を主軸とする「日本経済安定化計画J （ドッジプラン〕が打出された。具体的にはい
わゆるシャウプ税制を施行して， 独占の減税＝租税特別措置を導入し，価格差補給金に代わって財
政投融資を採用して電力， 海運等基幹産業に供給するという集中融資方式と高能率企業選別方式を
1953 （昭28）年頃まで強行することにあった。 かつ日銀のオーパーボロウイングが大銀行を通じて
独占企業に投入され金融資本の再編成が促進されたのである。 地方自治に対しでも，当初，地方財
政平衡交付金制度を創設して，たとえば 1948（昭23）年前後の地方財政危機等を緩和しようとして
いたが， 1949（昭24）年のシャウプ勧告以降は， 地方行政への補助金を通じて中央統制を強め，国
政事務（ドッジライン〕の下請機関化＝地方自治の再編強化をねらいとした。 さらに言えば，朝鮮
戦争（1950年〕を前夜とした情勢の下で，強制的に押しつけられた地方自体の役割は，公共事業とく
に軍事戦略的であると同時に独占に直接役立ちうる道路建設であり， 今一つは食糧増産・治山治水
事業を表面にかかげての低賃金政策への奉仕と独占的重化学工業化のための電源開発を遂行するこ
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と，すなわち資源開発へ従属していくことであった。実は，これらの事業が「総合J開発とか「多
目的」ダム開発という名称のもとにその本来の目的が隠蔽されて遂行されていったところに欺輔性
がある。
1950 （昭25）年朝鮮戦争， 1951 （昭26）年サンフランシスコ「講和」条約締結，日米安保体制の
樹立と続く中で， 1952（昭27）年には地方自治法が「改正」されて， 地方自治の合理化，簡単化が
強制され， 同年，保安庁設置等とともに国の行政機構改革の一環として自治庁が発足して地方自治
体への指導・監督が強化された。 このとき平衝交付金の配分や地方債の許可権等は自治庁長官の掌
握するところとなったので、ある。 さらには~1953 （昭28）年に町村合併促進法が強行されるに至っ
た。 富山県下においても，表1-1にみられるように1950（昭25）年から1955〔昭30）年にかけて
町村合併と市の新設が集中しており，地方自治体数は 1950（昭25年〉の 213から1955（昭30）年の
53へと一挙に 160の自治体が吸収・消滅した。 1954 （昭29）年には富山県当局でも国の方針に追随
して「12市18町7村合併案」を発表している。
表1-1 富山県下市町村の推移
1945 1950 1955 1960 1965 1970 
（昭20) （昭25) （昭30〕 〔昭35) 〔昭40) σ百45)
市 2 2 8 8 9 9 
町 29 29 25 23 20 18 
キイ 183 182 20 9 9 8 
35 
戦前から 昭27 新湊 昭37小矢部
備（市 富山市 昭27 魚津
の 高岡市 昭29 氷見設
考立） 昭29 滑川
昭29 砺波
さて町村合併政策につづいて 1954（昭29）年には地方財政平衝交付金は地方交付税に改組され，
また自治体警察も廃止されて国警一本化となった。 この年に教育二法（教員の政治活動制限〉が
成立している。 1956 （昭31）年6月には公選制教育委員会制度も廃止されて任命制の新教育委員会
制度となり，併せて教育長任命制も施行された。 以上のような地方自治に対する再編強化が進む中
で，地方財政は1950（昭25）年から 1954（昭29）年にかけて全国的に赤字深刻化し，とくに1954( 
昭29）年は末曽有の財政逼迫となった。 富山県の財政状況も， 1952〔昭27）年には一般会計で収入
70億7,608万円支出71億7,147万円，赤字9,478万円， 1953 （昭28）年には収入80億9,359万円，支
出82億3,051万円，赤字1億3,692万円， 1954 （昭29）年に至ると収入83億6,054万円，支出84億
6,610万円，赤字1億556万円に加えて， 特別会計でも収入7億3,516万円，支出8億9,174万円，赤
字 1億5,659万円，合計赤字2億6,219万円となっている。 こうした財政逼迫をもたらした原因は，
1954 （昭29）年の場合，同年の不況にも一因があるが， 主因はこれまでみてきたような地方行政制
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度の変更，地方自治の中央統制化にあると言うべきであろう。
こうした状況で、1948（昭23）年に高辻県政第1期目が開始された点に注意する必要がある。 副知
事に成田政次が任命された。 1949 （昭24）年ドッジラインが施かれ，基幹産業集中融資方式が採用
されていく中で， 日本ゼオン（高岡〕や十条製紙（伏木）の各工場が設立され，また富山市で、も都
市計画が策定されて， 翌年には富山市工場設置奨励条例が制定される (1972（昭47）年に廃止）。
1951 （昭26）年には富山紡績も設立されている。
こうした時期つまり朝鮮戦争の開始と地方自治体へのしめつけ開始期に対応して， 1950 （昭25)
年5月吉田内閣のもとで国土総合開発法が制定された。 その第2条には次のように謡われている。
すなわち「この法律において 『国土総合開発計画』とは国または地方公共団体の施策の総合的且つ
基本的な計画で，左に掲げる事項に関するものをし、う。 I，土地，水その他の天然資源の利用に関
する事項， 2，水害，風害その他の災害の防除に関する事項， 3，都市および農村の規模および配
置の調整に関する事項， 4，産業の適正な立地に関する事項， 5，電力，運輸，通信，その他の重
要な公共的施設の規模および配置ならびに文化，厚生および観光に関する資源の保護， 施設の規模
および配置に関する事項」と規定し，第10条に特定地域総合開発計商を掲げている。 国土総合開発
計画には，全国総合開発計画（国の担当〉， 地方総合開発計画（複数府県にまたがる計画〉，都道
府県総合開発計画（富山県では1952年の「第1次計画」から 1973年の「第5次計画」まで施行〉，
特定地域総合開発計画の4種類があり， 最後の特定地域総合開発計画（第四条〉に基づいて，全国
19地域が指定され， 1951 （昭26）年11月に， その 1っとして「飛越総合開発計画」が打ち出され
た。一般的に言えば，戦後当初は後進地域開発で出発し，資金をアメリカ国家資本に依存するもの
であって，その内容は「多目的」ダム建設による河川総合開発にあったが， のち朝鮮戦争の特需部
門にとって生産増大のボトルネック化しないように開発計画の中で電源開発最優先に嬢少化されて
いくものであった。 すなわち1952（昭27）年には電源開発促進法が出され，国総法より優先的に適
用されて国家資金は「多目的」ダムよりも発電専用ダムに優先的に注入されていったのである。
そこで富山県に直接関連した「飛越地域総合開発計画」の内容を今少し具体的にみると次のよう
である。 まず第一に特定地域指定の理由として， I，水資源の活用，発電，工業立地の整備，農地
振興等を主限とした統一的地域の必要性， 2，庄川，神通川の水源から河口までの一貫した施策の
必要地域として国家的に重要性，があるとしている。 第二に範囲として岐阜県と富山県の一部を示
し，第三に開発の目標として主目標と副目標を示す。主目標は国土保全，電源開発，工業地帯整備
であり， 副目標は農林，鉱山資源開発をあげていあ。そして電力は1949（昭24）年の 4憶9,83
7万助を1960（昭35）年目標に15億4,288万阪に拡大し，農業（米〉は，同じく 107万石から131万石
に増大させようというものであった。その他に工業目標をかかげ，交通体系として富山 岐阜聞の
国道整備を進めるとしていた。
以上のような1950（昭25）年の国土総合開発法や 1951（昭26）年の「飛越総合開発計画」に対応
し， 地方自治への合理化，統制強化や町村合併， 地方財政危機等が進行する中で， 富山県でも，
1950 c昭25）年に山越道三等が中心となって「第1次総合計画Jの調査が開始されたので、ある。
1951 c昭26）年には審議会総会が開かれ，顧問に佐藤工業や小松製作所， 北電等の社長クラスが着
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た。例によって食糧増産，治山治水「多目的」ダム開発を表面に掲げ， 独占復活強化の条件整備
こ重点をおいた電源開発を主眼にすえようというものであった。 この時期， 1950（昭25）年の朝鮮
段争特需で県内企業の電力需要が高まり， 県内工業生産は戦前水準をすでに凌駕するに至った。す
なわち 1945（昭20）年の稼働工場（5人以上） 676，従業員2万8千人から1950（昭25）年の稼働
工場1,536，従業員6万8千人と増大し，戦前のピーク・ 1942（昭17）年工場数 1,062，従業員6万
2千人をオーバーしたので、ある。 1951 c昭26）年には伏木，富山両港も重要港湾に指定された。し
かし，こうした戦後の急速な資本蓄積の対極には，富山県においても 1950c昭25）年レッドパージ
ぷ強行され，県下で 132名の共産党員およびそのシンパが追放された点も看過できないところであ
ろう。
1950 （昭25）年富山県の工業構成を出荷額別でみると， 繊維工業45.7% （第E部門〉， 金属12
.6%・機械5.3%・化学27.7% （第1部門43.6%)' その他8.7%となっており， 繊維工業中でも
紡績業の地位は高く （以降， 相対的低下〉， 重化学工業の43.6%を凌駕していた（以降上昇）。こ
うした工業の進展とともに電力需要は高まり， 1951 （昭26）年には日本カーボンや中越電気では
電力不足のため人員整理を発表して電産長期争議に突入しているほどであった。 1950 （昭25）年に
電力事業再編成令・電力9分割が閣議で決定され，それにともない， 1951 （昭26）年5月1日，県
営電力のテコ入れを伴って北陸電力が発足した。しかし，とくに 1950（昭25）年以降，電力需要が
増大し，一方で電源開発，他方で電力不足となり， 1952 （昭27）年には末曽有の電力飢鐘となっ
た。県内電力需要の状況は， 1946 （昭21）年 8億助から 1950c昭25）年の 13億1千万動へと増大
し，その内訳は， 金属工業24.4%，化学工業63.3%，紡績6.4%，その他5.9%とし、う状況であっ
た。 以降， 1955（昭30）年22億1千万恥 1960（昭35）年39億5千万極的 1965（昭40）年52億5千
万蜘と増大する。 1952 （昭27）年，電源開発促進法が出されたのに対応して，富山県では同年8月
に電力復元貫徹富山県本部を設置したが， こうした背景をもとに， 1952（昭27）年11月に， 「飛越
総合開発計画」と表裏一体をなす「第1次富山県総合開発計画」が打出されたのである。 したがっ
てその計画は，理念としては「総合」であったが， 実態は「電源Jにおかれたものと言うことがで
きょう。 本来， 総合性とは計画の民主主義と密接不可分な関係でなくてはならないが， 1951 （昭
26〕年の第1回「総合計画」の総会で，高辻知事は「電力を活用する工業と米作中心の農業を二大
支柱とする」と発言しながらも，工業政策について 「県内資本の蓄積及県外資本の導入」とその本
意をのぞかせていた。
この時期，富山県財政はすでに述べたように 1952（昭27）年から1954（昭29）年にかけて危機的
状況が進行し， 1954 （昭29）年に県当局が「12市18町7村合併案」を国の町村合併政策に追随して
発表する等， 住民の自治意識も以降低下させられてし、く客観的情勢にあった。一方では農業生産
は， 1953（昭28）年にイモチ病の発生と相まって米の生産が 17万6千トンと最大の不作となり，高
辻県政のいう「米作中心の農業」とは裏腹な結果を招き， また独占にとっても先述の通り電力不足
をきたしている状態であった。企業関係では紡績資本と化学・金属・機械等の独占的重化学工業資
本がその出荷額において相半ばして鋒立している状況であった。
以上のような社会情勢の下で 1952（昭27〕年11月に「第 1次総合開発計画」が打出されたのであ
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るが以下その内容についてみていこう。 まず計画の目標年次については， 1960（昭35〕年におき，
そのうち基本計画は1952（昭27）年から X年（125万人口達成，全水力発電開発達成年〉，短期計
画は1953（昭28）年， 中間長期計画は1960 （昭35〕年と各々している。計画構成は， 総合計画以
下， 水政・商工・農林・交通・文化厚生・財政金融の各計画になっている。次に計画の基本とし
て， 1, 農地の拡張・農業近代化を語い， 2, 電源開発，工業の育成，交通機関の整備等が掲げ
られている。 そうした計画を実施する上での財源としては， 1, 「多目的」ダム建設様式に対応し
た受益するものからの資金調達， 2，総額2,500億円（1952（昭27）年県財政の30倍以上〉として，
支出項目別で， 国土保全225億円（9%），生産1,897億円（76%），交通229億円（9%〕，民生
141億円（6%）とし， 収入項目別で， 国費334億円（13%），県費210億円（8%），市町村費28
億円 (1%），民間1,921億円（77%）とした。
計画の具体的内容については大略，以下のようである。 まず人口目標を 125万人（現在でも末達
成〉におき，各産業別雇用構成を第1次38%，第2次30%，第3次32%の目標に定めて， 各計画を
立てる。 この場合，各産業に共通する資源として水資源の高度利用を掲げた。すなわち水政計画中
発電・利水計画こそが産業計画の根幹をなすとしている。 次に農業水産計画は経営合理化にもとづ
く生産増加，所得水準の引上げ，裏作の拡大， 有畜農業，食生活の改善等が説かれる。商工計画に
ついては， 1，鉱業として石炭，石灰石，硫黄，天然ガスの開発計画， 2，工業として，化学，金
属，機械，繊維の各工業計画と工業総合計画の4計画が提示され， 諸工業を規定するものは電力計
画であるとしている。 この点，県内の独占的紡績資本および重化学工業資本と地元財界等の立場を
如実に示した総合計画中の中心目標部分であろう。補足的にしかも抽象的に商業に関して販路拡大
や家庭配置薬計画が示されているにすぎない。 さて上記の工業計画をより具体化するものが，交通
計画であり都邑計画である。交通計画は， I，鉄道について北陸・高山線の増強， 2，道路につい
て橋梁の補強・道路拡大， 3，港湾について伏木・富山港の整備を示し，都邑計画については，富
山・高岡両地区連結の工業地帯を造成し，他の諸都邑を衛星都市群化するという， のちの新産業都
市構想を想定せしめる計画を打出していた。
以上の計画中，最重要目標は水政計画であったが，その財源配分としては， 治山・治水に 225億
円，発電に1,234億円，利水に70億円，合計1,531億円投入し， 総予算2,500億円のうち生産のl,897
億円（76%）中， 80%を水政に投じる予定になっており，就中，発電に 1,234億円（総額のうちで
も50%）に達する財源をあてていたのである。 「多目的」ダム建設とは言っても専ら「一目的」電
源開発中軸のダム建設であり， そのためにかえって洪水の危機に住民は曝らされることにもなりか
ねなかった。つまり実際は大企業本位の発電計画の「総合」開発であり，それに向けて県内水資源
あげて略奪する計画であったと言うことができょう。
以上の計画と県の内外情勢との関連からみて高辻県政の果たした役割を考えてみると， それは，
第ーに独占への直接協力として資源開発に従属することであり， そのーっとして食糧増産，治山・
治水を掲げることによって農民や労働者を一定程度引きつけながら， 実は「合理化」政策を遂行し，
低賃金政策を貫徹していくことに他ならなかった。たとえば，全国的にみても1955（昭30）年3月
MS A協定が締結されアメリカ余剰農産物買付が増大すると， 直ちに増産政策は後退していくとい
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ったきわめて主体性の乏しい意志薄弱な性格の食糧・農業政策にすぎなかったが， 高辻県政の農業
政策についても 1953c昭28）年米生産において17万6千ト γの大不作につづいて， 1955 c昭30)
年30万4千ト γと平年並みに戻るかと思えば 1956c昭31）年には再び25万9千トシへと低落させて
しまうという「増産政策」 「米作第一主義」とは縁遠い現実を招いていた。 また1954c昭29）年に
は農業団体再編成令に追随・協力して富山県中央会が発足し， 政府と中央，地方の農民団体の対立
が激化していくのである。 さらには，二つ目としては，大企業の利益目的の「多目的Jダム＝電源
開発に主力をおいて財源の過半が注入され， 大企業向けの富山・高岡工業地帯を造成するという「
第2次総合計画」以降の先鞭をつけたことがあげられる。 また公共事業とし、う名称のもとに独占奉
仕と軍事基地を結ぶ道路・港湾建設を進めようとしたことも， この計画の性格をみようとするとき
看過できない点である。第二に，以上のような独占奉仕の資源開発とともに，県政はドッジライン
から1952c昭27）年～ 1954c昭29）年の財政危機を一つの大きな転期として，国政事務への下請機
関化し，中央統制下に入っていったことが指摘されうる。 また県内市町村に対しでも1954c昭29)
年，国の政策に追随して積極的に大規模な町村合併案を示し， また重税たる市町村税拡充に協力し
たりした。 以上を総合して結論的に言えば，高辻県政は，国政への積極的従属，協力とその階級的
立場として， 「商工計画」にも示されたように既存の関東系資本＝化学・金属・機械工業資本と関
西系資本＝紡績資本の立場に立ち， 他方では電源開発の担当者＝北電とその支持者北銀および関電
の立場に立って， 県外独占資本と地元独占資本の利益を貫徹しようとしたこと等にあるということ
カ2で、きょう。
このような中で， 1953c昭28）年，井田川総合開発に着手し， 1954 c昭29）年には北電による神
通川第一・第二発電所の発電も開始された。 1956.C昭31）年には関電による戦後最大の最大出力
25.8万助黒四ダムも着工される。 しかし一方では1956c昭31）年に黒四ダム反対の入善町農民大会
が開かれたり，すでに 1955c昭30〕年にイタイイタイ病が富山新聞で報道されたのに続いて翌年に
は萩野医師がイ病鉱毒説を発表するという状況が発生したのである。
高辻県政とその「総合」計画の下で， 県人口は1950c昭25）年の 100,9万人から1955c昭30）年
にかけて102,l万人と徴増したにすぎなかったが， 町村合併は大きく進行して1950c昭25）年の212
の町村自治体が1955c昭30）年に至って45の町村自体にまさに激減した。代わって市は2市から8
市へ増大している。 同期間中の産業別就業人口で、は，第1次産業が53%から47%へ，第2次産業が
22%から23%へ， 第3次産業が25%から30%と推移し，就業人口も 47.2万人から48.3万人徴増し
た。つまり，就業人口別では第1次産業が後退したのに対し， 第3次産業が増大したが，第2次産
業の雇用はそれ程進展しなかったことを示している。 また生産所得別にみても，全体では 345.5億
円から 744.3億円へと倍増以上となったが，第1次産業では27%から27%へと構成比は変らず， 第
2次産業は30%から27%へ相対的に低下し，第3次産業が43%から46%へと増大した。結局，県政
の工業化政策の推進に対しでも工業部門の雇用量や生産所得の伸びは全産業部門の中ではそれ程振
るわなかったことになる。 しかも，こうした工業部門の中にあっても， 1950（昭25）年から1960c昭
35）年の期間であるが， 出荷額においては第I部門が37；旨から55%へ増大したのに対し， 第E部
門は逆に63%から45%へ減少した。つまり，両部門の不均等発展が進み，構成比も第E部門の優位
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性は失われ，第l部門＝重化学工業部門が県内生産で優位に立った。 しかし，従業員別では，第l
部門が42%から49%へと微増したのに対し， 第E部門は58%から51%へと減少してはいるが，出荷
額ほどは第I部門は伸びておらず，依然として第E部門の方に従業員が多く滞留していた。 事業所
数においても戦後一貫して第E部門が支配的であり， 全事業所数は1,636から1,945へ増大したが，
第I部門は29%から30%になったのに対し， 第E門は71%から70%へと依然，圧倒的に多くの事業
所を占めていたことが分る。 結局，高辻県政の推進した電源開発を中心にした重化学工業化政策や
市町村合併，農業「合理化」政策は，労働者にとって雇用機会も期待した程どには進まず， また農
民にとっても農業生産の不振が打続く中で失望的であり， 漸次，労働者や農民その他県民の支持を
失っていったものと言える。
こうした中で、1956（昭31）年9月戦後3回目の知事選を迎えることになった。 立候補者は高辻の
後継者である副知事の成田（自民党〉に対して， 無所属で農協を代表し，一部自民党，社会党，県
労協の推薦をうけて「県政刷新協議会」を結成して立候補した吉田実の対決となった。結果は，投
票率75.3%(1948 （昭23）年の第2回83.5%から大きく低下し，以降低下をつづける）で， 吉田（
無所属） 24.4万票，成田（自民党） 19.6万票となり， かくて1956（昭31）年10月から1969（昭44)
年12月の13年間にかけての吉田県政期を迎えることになる。 この間， 1957（昭32）年～1960（昭
35〕年の「修正4ヶ年計画J' 1961 （昭36）年～1970（昭45）年の「第2次総合計画」， 1966 （昭
41)年～1975（昭50）年の「第3次総合計画」が策定される。
lI 経済「自立化」と工業立地政策の展開
一一吉田県政「修正4ヶ年計画」を転期として一一
吉田県政の当初1957（昭32）年策定の「修正4ヶ年計画」の国政的背景としては， 1955 （昭30)
年に鳩山内閣によって策定された「経済自立5ヶ年計画Jと1957（昭32）年岸内閣策定の「新長期
経済計画」があげられる。 この時期の国による地域経済計画の特徴は，これまで資源開発中心の河
川総合開発政策から工業用水に重点をおいた国民的収奪の地域開発＝構造政策へ移行した点に求め
られよう。 社会資本という名の産業基盤充実政策が大きく推進されるようになった。こうした経済
計画の一定の変化は，朝鮮戦争特需に依存しての資本蓄積が漸く不可能となり， 「自立経済」をめ
ざして産業基盤を整備し， 工業立地の条件を創出ていく必要に迫られるに至ったからであると言え
よう。
1955 （昭30〕年策定の「経済自立5ヶ年計画」は， 目標・期聞を1956（昭31）年から1960（昭35
〉年に設定し， GNP 5.0%成長で経済「自立Jをめざし， 完全雇用を達成しようというものであ
った。具体的には，従来の補助金中心の独占価格支持政策から低生産部門（農業・中小零細企業〉
切捨て〈合理化・近代化〉による資本の集積・集中を計る「構造政策」へ転換することにあり，重
点政策として，設備の近代化，貿易の振興，自給度の向上，消費の節約が掲げられた。併せて1954
（昭29）年から1958（昭33〕年の目標で「道路整備5ヶ年計画」が推進されることになる。 こうし
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た計画と対応して1955c昭30）年経済企画庁が発足し， また同時に石炭合理化臨時措置法が制定さ
れて，エネルギ一政策は石炭から石油へと大きく転換されるに至った。 これにもとづいて 9電力も
火力発電に重点を移すと発表し， 1962 c昭37）年には北電も火力発電所計画を出す。一方では1956
（昭31）年には早くも水俣病が急増している。地方自治に対しては， 1956c昭31）年に「地方財政
計画」が策定されて，この頃より以降， 地方自治体を国の開発政策に本格的に従属させていくこと
になるのである。すなわち，その手立てとして1955（昭30）年に地方財政危機に対処して地方行政
の「合理化」を迫る地方財政再建促進特別措置法が制定され， 1956 c昭31）年には地方自治法の一
部「改正」 (5次）を行なって地方議会活動等を大幅に制限し中央集権化を計った。 また同年に
は， 1953 c昭28）年以来の町村合併が一応完了したものとして， 新市町村建設促進法が制定され
る。 1958(33）年には再び地方自治法を一部「改正」して， 市の人口基準5万人以上を3万人以上
に低下させた。 富山県内の自治体も， 1955c昭30）年の市8，町25，村20，合計53から1965c昭40
〉年にかけて，市9，町20，村9，合計38と吸収合併，広域行政化が大きく推進された。
こうして迎えたいわゆる神武景気の中で， 1957 c昭32）年「新長期経済計画」が策定され，産業
構造政策，その手段としての社会資本（産業基盤〉充実政策が一層強行されることになった。 その
計画期間としては， 1958c昭33）年から1962（昭37）年におき， 目標として極大成長を掲げてGN 
p 6.5%とさらに大きく成長＝搾取・収奪をめざそうとするもので， これによって生活水準の向上
と完全雇用が達成できるものとした。具体的には，重点政策として，産業基盤の強化，重化学工業
化，輸出の拡大，貯蓄の増強を提示しているが，概して言えば，従来の単純な資源開発（電源開発〉
を電源開発プラス工業立地の条件整備＝生産力基盤の造成に転換することであったと言えよう。 そ
の施策として，まず 1956c昭31）年首都圏整備法が制定されて先進地開発計画が打出され，新しい
工業地帯造成が不可避となって来る状況の下で鉄鋼・石油中心の工業建設を各地に誘致する手立て
とした。 すなわちアメリカの原料・エネルギー輸入に便利な港湾立地＝太平洋ベルト地帯の産業配
置政策が不可避となり，そのための大都市再開発，工業分散計画が必至となった。 次いで後進地域
の開発のため開発促進法が 1957（昭32）年に東北， 1959（昭34〕年九州， 1960c昭35）年四国に制
定され，中国や北陸もこの計画の範囲に含まれ， 1960 （昭35〕年には北陸地方開発促進法が制定さ
れた。
以上のような国の経済計画や関連諸法，および経済情勢の動向を背景として， 1957 c昭32）年富
山県政「総合開発修正4ヶ年計画」が，目標年次を 1960（昭35）年として「第1次総合開発計画」
の1960（昭35〕年までの部分修正という名目で策定されたので、ある。計画の重点として， I，電力
の確保，港湾整備， 2，畜産振興，農業の米作一本やりを多角化， 3，中小企業振興， 4，科学技
術教育振興， 5，職安対策の 5点を掲げているが，具体的には，電源開発に加えて最重点政策と
しての工業立地条件の整備＝生産力基盤の造成とその手段としての交通網の整備という点にあり，
そのための各施策が以下のごとく講じられてし、く。 まず第一に， 1952（昭27）年から継続している
小矢部川・井田川総合開発計画を推進すること，電源開発を工業の原動力として， 北電の常願寺川
有峰発電計画（27.3万ゐ〕と開電の黒田ダム開発（25.8万蜘）を両翼にして，その他上記の小矢部
川，井田川を含む4つの総合開発（発電）計画（合計 8.8万恥〕を推進することであった。その他
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に地下資源開発として天然ガス，石炭（氷見〉， 石灰石（利賀〉，立山地獄谷の硫黄等をあげてい
る。第二には，工業の振興と工業地帯の整備であったが，三つの重点， I，立地条件の整備， 2, 
工業構造の改善， 3，中小企業の振興，が掲げられた。 そのうち立地条件の整備については， 1960
（昭35）年の工業生産目標 1,696億円達成のために工場用地36万坪， 電力年13億肋，工業用水1日
46万立方mを供給するとし， また富山・高岡地区工業地帯整備計画として， この工業地帯内の道
路，鉄道，港湾，工業用水および送電施設等の総合計画を立てることが提示された。 1960 c昭35)
年には富山，高岡重要工業地帯の指定をうけている。 次いで工業構造の改善については，県外に送
る原材料の県内加工，工場廃品・副産物の活用が示されたが， 中心は大企業一一中小企業聞の協
力，関連性強化と称して， 要するに下請系列の再編成を強化することにあったものと言えよう。し
たがって最後の中小企業の振興については，合理化，設備の近代化を説き， 共同化や販路拡大につ
いては補足的に付加されているにすぎない。第三には，交通体系の整備があげられるが，道路整備
として国道や幹線道路の改良・舗装， 木橋の永久橋化を示し，港湾については，伏木 180万トン，
富山88万トン，魚津7万トン取扱予定港として整備するとしている。富山新港については， この「
計画」中には含まれていなかったが， 翌1958c昭33）年の吉田知事年頭所感にあたる本音とポーズ
を折りまぜ、て語った「県政の三つの夢」の中で， I，富山新港 (1961（昭36））年起工， 2，立山，
黒部，有峰地帯（略称して T.V.A.ならぬ T.K.A.としている〉観光開発（1960（昭35）年に
県の T.K.A.開発 K.K.を設立している） , 3，豊作 （この部分は多分にポーズ）をあげた
中に含まれていた。 その他に空港の設置予定（1963c昭38）年に空港開始〉も掲げられた。
以上のような工業基盤整備重点政策の外， 農協を主要な基盤として輩出してきた吉田知事下の県
政としては，農業軽視をあからさまにはすることができず， ポーズとして農業重視（以降の自民党
政治はすべてこのポーズを採用〉の姿勢をとる。農業政策としては，第一に，水稲単作偏重を多角
有畜経営に切換え，複合経営（多角的，循環的営農形態〕を発展させることを前提にして， 1956 c 
昭31）年から1960c昭35）年の期間中で，生産目標として耕種は 193億円から227億円へ17%増大に
とどめるが，畜産は17億円から25億円へ47%増大させる計画とした。 しかし，これらは後述するよ
うにし、ず、れも実現していない。第二に，農協を育成して農村金融・流通上での役割を増大させ，か
っ農家との結合や指導性を強めることとしている。 また土地改良として区画整理を行ない，県内8
大河川地区で用水路の閉さくを実施することを示した。
以上のような施策をもって産業別就業人口および生産所得の目標値を表2-1のように設定しう
るものとしている。つまり，これによると，まず第1次産業は就業人口においても生産所得におい
ても，構成比および伸び率ともに平均を下廻わり， かつ就業人口においては約1万3千人を減少さ
せることにしていること，次に， 第2次産業では生産所得の伸び58%に対して就業人口の方は 9.5
Zの伸びに留まることになっており， 就業人口，生産所得ともに第3次産業の伸びに期待している
ことになる。 およそ巨大独占資本主義下においては，第2次産業とくに工業の第1部門は，工場規
模の大型化， 設備機械の大型化とそれにともなう自動・スピード化・連続化をめざす資本的要請と
特質をもつがために，第2次産業中心の工業化政策が遂行される割には， 雇用量は増大せず，むし
ろ潜在的失業の巨大なプールとして， また社会体制の寄生化，腐朽化および無政府的競争の過程か
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表2-1 「修正4ヶ年計画」における産業別就業人口・生産所得の目標指標
ト＼＼＼＼｜ 1956 ~昭A~l）年 1960 ~昭B~5）年 B/A 
就
第 1次産業 219,100人 44.8% 206,300人 40.0% 94.2% 
業 第 2次産業 117,700 24.1 128,900 25.0 109.5 
人 第 3次産業 152,500 31.1 180,100 35.0 118.7 
口
ムロ 言十 489,300 100 515,300 100 105.3 
生
第 1次産業 166.0 億円 20.9% 189.7億円 16.9% 120%' 
産 第 2次産業 253.8 32.0 401.5 34.2 158 
所 第 3次産業 375.3 47.1 573.9 48.9 153 
得
iロ'" 計 793.l 100 1,174.1 100 148 
ら第3次産業就中その退廃部分が増大していく必然性をもっている。 コーリン・クラーク流にこれ
を社会の発展の当然の帰結とみることはできない。 しかし生産力中心主義で生産関係を程んどみる
ことのないような国や自治体の「経済計画」の場合には， すべて第3次産業の増大を目標指標に掲
げるのであって，そのこと自体， 商業・流通部門担当の営業者を守ることとは筋の違う問題である
ことをわれわれは銘記する必要がある。
きて，こうした産業構造の目標を示して， 人口は102万人から103万人へ増加させて，県外流出者
をくいとめ，個人所得は741億円から 1,170億円へ約60%増加させるとし，また県民1；人あたりの所
得は72,500円から109,700円に約50%増加させるとした。 以上の数値を達成するためにGNP9.2% 
成長が必要であるとして，国の「新長期経済計画」の 6.5%をオーバーする高成長をめざすことに
したので、ある。 以上の計画を達成するために 1,688億円を財源として， うち水政48%，交通，通信
18%，教育厚生15%，商鉱工業13%，農林水産6%の割合で支出し，収入は， 国費22%，民間69
Z，県市町村費14%の割合を示した。
以上の計画・目標指標に対して実際の動向はどのようであったかを以下みると， 人口は計画の目
標年次1960（昭35）年には， 103.3万人と予定よりも若干の徴増を示し， 産業別就業人口において
も総数49万人から53万人へ増大すの中で第1次産業は 44.8%から39%へ，第2次産業は24%から28
Zへ，第3次産業は31%から33%へ， 第2次産業が予定を若干上廻って実現，強行された。とくに
工業部門について具体的内容をみると， 1950 （昭25）年を起点にして出荷額においては第1部門は
約6.8倍，第E部門は3.3倍に増加したが， 従業員別では第1部門は 1.7倍にとどまり，第E部門は
1.3倍になった。結局， 出荷額では生産財生産部門中心の伸びとなり，構成比も 1960（昭35）年に
は第1部門の方が55%で第E部門の 45%を凌駕したが， 従業員では第1部門は出荷額ほどは伸び
ず，第E部門の方が51%と第1部門の49%を越えていた。一方，農業生産の現実をみると，計画で
強調された農業重視の文句は全く計画だおれとなり，結果的には農業軽視に落ち着いたと言える。た
とえば， 1955（昭30）年の農業生産指数を 100としたとき， 耕種のうち米99.l，麦26.6，豆88.4,
いも55.6，野菜95.3，耕種総合では計画の117に対して 96.4となっており， 養蚕でも 46.9，畜産で
は計画の147に対して 110，といずれも大きく下まわり， かくて農業総合では計画の 119に対して97
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でしかなかったので、ある。農家構成も1955（昭30）年から1960（昭35〕年にかけて，専業は73.3%
から71.4%へ，兼業は 1種が8.3%から11.1%.2種が18.3%から17.5%へと変化し，戸数は83,763
戸から82,176戸へ減少して約1,500戸が消失し，農業就業人口も21万人から 19.7万人へと減退した
のである。
この時期，県内の階級構成も資本家階級が2.0%から2.2%へ徴増したが， 農民を含めた自営業者
は実数では28万人でほぼ不変であったが， 構成比は59.0%から52.3%へ低下し，労働者階級が18.7
万人から24万人へ増大，構成比でも39.0%から45.5%へと県内人口の半数に近づ、きつつあった。他
方， 1956（昭31）年の新市町村建設促進法によって， この期間中に自治体はさらに吸収・合併が促
進され，内訳では村が20から 9へ，町が25から3へと減少し， いずれも県下8市の内に吸収されて
いったので、ある。
以上の計画と実際の動きの中で， 1960（昭35）年には北陸地方開発促進法が制定され，富山・高岡
重要工業地帯の指定をうけた。 これに対応して富山県では生産性木部を設立し，新たに射水地域総
合開発計画（1970（昭45）年目標〕を着工して， さらに進んで新産業都市指定の陳情を強化する姿
勢をとりはじめる。 県教育委員会でも，吉田県政の工業化政策に対応する形で，教育総合計画第一
次試案を発表し，その中で科学技術振興に重点をおくと強調した。 1960 （昭35）年には黒四ダムも
一部発電を開始し，また現在，県内の代表企業三協アルミ本社工場が高岡に設立された。こうした
県政の推移をふまえて1960（昭35）年9月知事選となり， 投票率は低下傾向を深めて前々回の83.5
%，前回の75.3%から52.0%とL、う低率で， 結果は自民党，社会党推薦の吉田（無所属〕 28.5万票
（得票率90.2%），内山（共産党〉 2.2万票となって， 吉田県政第2期日を迎えることになった。
ただし，有権者全体からすると， 投票率の低さも相まって，支持率は46.9%と過半を割っていた。
l[ 「高度経済」成長と新産業都市計画の着手
一一一吉田県政「第2次総合計画」をめぐって一一ー
第2期吉田県政は1961（昭36）年に「第2次総合計画jを策定したが， その国政的背景と考えら
れるものは， 1960（昭35）年の池田内閣による「国民所得倍増計画」であり， 「第2次計画」の翌
年1962（昭37）年には「全国総合開発計画J O、わゆる「旧全総」〉が策定され，県政の諸施策遂
行の上で多くの影響を与えていったものと考えられる。 また一方で、は1960（昭35）年には自治庁が
自治省、に昇格して地方行政の合理化， 簡素化をねらい， 1961（昭36）年には地方税法「改正」が行
われて，市町村民税を低所得者層へも課税することが強行された。
日本共産党以外，各党の賛成で打出された「所得倍増計画」は， その中心的役割を担ったものが
工業であったが，その背景には1960（昭35）年新安保条約成立にもとづくサンフランシスコ体制があ
り，これに即応しドル体制へ協力する長期計画であったことは今や明らかである。 GN P年平均7.8
%成長をベースにして，目標年次を1970（昭45）年に設定し， 1人あたり所得を 8.8万円から20.9万
円（2.4倍〕に， GN Pを1956（昭31)年～ 1958（昭33）年の平均9兆7,437億円から1970（昭45)
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年には 26兆円（2.6倍）にしようとするものであった。 こうした目標を達成するために重点政策や
財源・産業配置計画等が示される。 まず第一に， 重点政策としては， 1, 社会資本の充実（実際
の内容とするところは産業基盤の整備〕， 2，産業構造高度化への誘導（実は鉄鋼・石油中軸の重
化学工業化）， 3，貿易と国際経済協力の促進（目的とするところはエネルギー・原料の確保〉，
4，人的能力の向上と科学技術の振興（実は教育政策と低賃金労働力政策との結合〉， 5，二重構
造の緩和と社会的安定の確保（実は， 中小企業や農業の「近代化」＝切捨政策〉， 等が打出され
た。最後の二重構造の問題に対応して 1961（昭36）年農業基本法， 1963c昭38）年に中小企業基本
法が制定されるが， これらは「所得倍増計画」に対応するとともに新安保体制にも対応したもので
あった。すなわち農基法に即して言えば，新安保第2条「日米経済協力」の下で低生産性・国際競
争力の弱い零細農の整理と米麦中心農業の果樹・野菜・畜産への移行＝選択的拡大（大型化〉・構
造改善を二本柱として， アメリカ余剰農産物（小麦，大豆，飼料等〉の大量輸入と重化学工業化（
＝「高度経済」成長〉に対応した低賃金労働力 （零細農からの〉供給を目標にしたものであり，中
小企業基本法もほぼ同じ目標の下で下請系列優劣選択＝「近代化」を強行していくものに他ならな
かった。
こうした；「倍増計画」の中にあって，その中心的計画となる産業配置計画のカナメはアメリカから
の原料・石油エネルギー輸入に便利な港湾立地型＝太平洋ベルト地帯重点（優先〉政策にあったと
言える。産業配置の3つの柱として， I，企業の経済合理性の尊重（企業の先進地＝太平洋ベルト
地帯への立地志向）， 2，所得格差，地域格差の是正（後進地への立地〉 3，過大都市発生防止，
等をあげてはいるが， 1と2とは二律背反し，これは結局，段階的解消政策として北海道，東北，
裏日本等に関して 1960（昭35）年北陸地方開発促進法， 1961（昭36〕年低開発地域工業開発促進法
が制定された。 こうして「倍増計画」における産業配置計画は太平洋ベルト地帯（四大工業地帯〉
＝経済的合理性優先の資本の立場を明確に示したものであり， 工場誘致による「地域所得」の向上
に狂奔していた後進諸地域の自治体から反発さえ招くに至ったのである。 この点，のちに策定され
る「旧全総」の拠点開発方式と若干異なるところである。
こうした太平洋ベルト地帯構想を中軸にした「所得倍増計画」策定の翌年1961c昭36〕年に，富
山県では「第2次総合計画」が， 「旧全総」の内容を一定度さきがけ的にもり込み， 目標年次を
1970 （昭45）年に設定して策定された。計画の構成として， l，地域一体化構想， 2，経済総合・
水政・農林水産・商工薬業・産業基盤・厚生・教育の 7計画， 3，三大計画＝青少年活動推進計
画・射水地域総合開発計画 •TKA観光開発計画が掲げられ， 5つの柱（計画基本方向＝「所得倍
増計画」の 5つの重点に政策ほぼ対応〉として， I，産業基盤の整備， 2，農業，中小企業の「近
代化」， 3，科学技術教育の振興， 4，社会福祉，生活環境施設の充実， 5，地域一体化の促進，
が示された。
これらの計画構成のうち，地域一体化の構想こそが中核を担うものであり， 太平洋ベルト地帯構
想に対応した富山県臨海工業＝鉄鋼・石油中心のコンビナート地帯構想の具体的内容（＝新産業都
市構想〉をなすものであった。この点， 1962（昭37）年の「旧全総」の具体的内容を一程度，先取り
的にもり込んだものと言える。 すなわち第一に，その基本的考えとしてあげているものは， 1，地
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域内相互分業， 交流関係の深化， 2，中核地め設定， 3，全国的に影響ある地域（首都圏， 中部
圏，京阪神〉との交流である。 第二に，地域一体化の必要性として，一つには国の要請，今一つに
は県の対応をあげている。 国の要請としては， l，新しい工業地帯の育成， 2，地域格差是正，そ
のための基幹部市育成（企業の立地志向する地域化＝新産業都市の建設〉， 3，農林水産業の近代
化，を示し，県の対応としては，石油・鉄鋼の臨海工業地帯を整備することだとして， その条件と
して， l，豊富な電源と用水， 2，一定の工業基盤の存在， 3，農山漁村の豊富な労働力をあげて
いる。第三に，地域一体化の方法として次の四点をあげている。すなわち， I，新工業地帯の創設
（石油，鉄鋼，電力，化学のコンビナートづくり〉， 2，富山 高岡の中間＝射水地区の大基幹都
市化，背後地＝商業住宅地帯， 中間＝農業地帯，それらを取巻く衛生都市地帯，これら全領域にわ
たる広域的都市計画（射水地域総合開発計画で実施〉の樹立， 3，農業経営の機械化，規模の適正
化を通じて余剰労働力の農工一体的地域社会への振り向け， 4，一体化推進のために交通網の整
備，行政地域の一体化（広域行政化），水資源の総合利用，等であった。
それでは「第2次総合計画」の中心的役割を担う工業計画とその条件整備計画（交通計画，その
他〉および射水地域総合開発計画とは具体的にどのような内容をもつものであったかを以下検討し
ておこれ まず工業計画であるが，生産額において1956（昭31）年～1958（昭33）年平均 1,190.2
億円を約4.2倍の 5,037.8億円にしようとするもので， 内訳をみると繊維2.5倍（構成比12.6%〕，
紙パルプ2.6倍（同6.8%），化学3.6倍（同18.2%)' 鉄鋼6.3倍（同18.0%），機械8.0倍（同16.3
%〉，その他4.8倍（同28.1%）であった。 また従業員別で、は，合計 79,128人から 129,190人の約
1.6倍で，内訳では繊維 1.2倍（構成比19.3%〕，紙ノミノレプ1.2倍（同4.3%)' 化学1.6倍（同17.1
%），鉄鋼3.2倍（同14.9%＇），機械 2.4倍（同15.0%），その他1.5倍（同29.4%）となっており，
鉄鋼，機械についで化学工業等第 I部門を最大の成長企業として位置づけていたこと， しかし生産
の伸びほどは雇用の伸びは期待していなかったこと等が分る。実際の動向は， 1960（昭35〕年から
1965 （昭40）年への推移であるが，生産額において第I部門は1.7倍， 第E部門1.9倍となり，従業
員においては，第I部門は1.1倍，第E部門は1.4倍となっている。つまり，第E部門の 9割の伸びに
対し，期待の第I部門は7割程度の伸びにとどまり， 雇用量においても第I部門は第E部門を下ま
わり，わずか1割程度の伸びにとどまっていた。ところで，こうした第I部門中心の工業計画を遂行
する上で， I，工業立地条件の整備として， 新港（1961（昭36）年着工， 1968（昭43）年開港〉の
周辺に 1,386加を造成し，そこに県外独占資本を積極的に誘致して石油・鉄鋼の巨大コンビナート
（基礎工業地帯〕を創設すること， こうした基礎工業と関連した工業として， 2，軽工業・加工業
を内陸部に，富山周辺，八尾，大沢野に機械工業を創設すること， 等が掲げられた。こうした工業
計画を完遂する上で条件となるものとして， まず道路計画では新港・臨海工業地帯中心に，これに
対応した道路網を整備すること，次に港湾計画として新港を建設して， 富山，伏木港とともに三大
港として位置づけること， （そのために1963（昭38〕年に伏木，富山， 新港の新5ヶ年計画がまと
められた〉，また空港を1960（昭35）年に建設開始すること (1963（昭38）年開港〕， エネルギ一
計画として石油輸入基地施設を整備すること，等が示され， さらに水政計画が次のように立案され
た。すなわち工業用水としては庄川・和田川水系を導水すること，河川総合開発計画として井田
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Jl，上市川，小矢部川に数ケ所発電所を設置し， 1960 （昭35〕年の 121.8千肋を 1970（昭45）年に
は265.8千勘の約2.2倍にするとし、う倍増計画が立てられたのであった。 1961 （昭36）年から1963( 
昭38）年の予定で上市Jl, 1961 （昭36）年から1970（昭45）年の予定で和田川の総合開発計画が各
々着工されている。
これらの諸計画と対応し， その一環として射水地域総合開発計画と T.K.A.観光開発計画が立
案された。 前者は，富山県を北陸経済圏の中核化とする広域計画として策定されたもので，新港を
中心とした臨海工業地帯とその背後地の農業地帯および呉羽・太閤山住宅地帯を包含した新産業都
市計画と工業用水を供給し， 2つの発電所建設をもり込んだ和田川総合開発計画とからなるもので
あった。 また後者は，立山山腹を貫き，富山一長野を直結することによって富山一東京の交流を密
接化しようというねらいをもっていたのである。
以上のような吉田県政の金看板＝新産業都市計画に組み込まれた農業政策は， 農基法農政の富山
県版そのものであり，早速， 1962（昭37〕年には県は農業構造改善事業方針を決定している。畜産（
3.4倍）・果樹（2.4倍〉への選択的拡大・大型化・合理化をめざすこと， 米は 1.3倍に抑制して耕
地整理を強行し，余剰労働力の工業への振向け， 同時に労働力の県外流出を防止しようとするもの
であった。つまり吉田県政の就業計画は， 工業増大，農業「近代化J，産業聞の就業転換を計ろ
うとするもので，そのためには県下の教育において技術， 技能の振興を必要とするという点にあ
る。産業別就業人口計画については， 1956（昭31〕年～1958（昭33）年平均で第1次産業では， 22
万人（構成比43.1%）を1965（昭40）年の 19.4万人（同35.2%）に12%減少，さらに1970（昭45)
年の16.8万人（同28.6%）に24%減少させ， 第2次産業では，同じく12.5万人（24.5%）を15.3万
人（27.8%）に23%増加，さらに18.8万人（32.0%）に51%増加させようとするものであり， 第3
次産業では，同じく16.6万人（32.4%）を20.4万人（37.0%）に25%増加， さらに23.2万人（49.4
%）に41%増加させる計画であった。全体としては51.1万人から1965（昭40〕年の55.1万人へ，そ
して1970（昭45）年には58.8万人にしようとするものであったが， 実際には「第2次総合計画」の
終了年次1965（昭40）年で54.4万人の増加であり， うち第1次産業では17.0万人と予想以上の減少
となっており，第2次産業では16.9万人，第3次産業では20.4万人と増加した。 こうした中で，農
家戸数は1960（昭35〕年82,585戸から1965（昭40）年の80,364戸（計画では81,700戸〉と予想より
1,400戸以上の減少となり，耕地も約3,000haが減少した。 この時期に，農業専業者は71.4%から
48.9%へと減少して50%を割り，兼業のうち 1種は11.1%から13.9%へ， 2種は17.5%から37.2%
へ増加した。 同期間中の農業生産についても，総合では11%増で計画の 19%増を下まわり，米は
5.2% （計画は19%），畜産は63.7%（計画は選択的拡大で220%）といずれも下まわった。麦に至
っては82%減，豆ゃいも類も減産となった。
以上の工業，とりわけ臨海工業地帯中軸の「第2次総合計画」を遂行することによって， 県内の
所得計画について次のように見積ることができるとした。 1956 （昭31）年～1958（昭33）年を基準
にして，まず生産所得では第1次産業が1960（昭40）年に1.3倍， 1970（昭45）年に1.5倍に， 第2
次産業が同じく1.9倍から3.3倍，第3次産業が 1.9倍から2.9倍に各々増大するとし， 合計で1.8倍
から2.7倍に増加を見込んだ。つまり1970（昭45）年目標で「倍増計画」の 2.6倍を上まわる 2.7倍
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の生産増加を見込み， GN P年平均成長でも， 「倍増計画」の 7.8%を上まわる8.0%を期待したの
である。そして，その財源的措置として，総額 7,436億円を見込み，うち国，県，市町村の合計で
1,681億円，民聞から35,755億円の収入とした。一方，支出は，発電所建設・工場新増設・農業土
地改良に5,180億円（69.6%〕， 交通，通信施設，工業用水道に1,814億円（24.4%），治水，治水
には314億円（4.2%）その他に123億円（1.7%）にしている。県財政規模も1960c昭35）年の150.8
億円から 1965c昭40〕年209.5億円（1.4倍）， 1970 c昭45）年の 309.5億円（2.1倍〉を見込んだ
が， 1964c昭39）年には財政危機となり， 一般会計収入309億4,561万円，支出312億34万円で2億
5,473万円の赤字となっている。 この時期より産業関連基盤投資に対する生活関連基盤投資の割合
は，低下傾向をたどり， 1960年代から70年代にかけて， 全国平均が75から86，さらに97へと上昇す
るのに対し，富山県では逆に67から38，さらに34と激減していった（表3-1）。
表3一1 産業関連投資100に対する生活関連投資指数
富山県 全 国
1959～ 1961 67 （昭34～36）年 75 
1964～ 1966 63 （昭39～41）年 75 
1969～ 1971 38 （昭44～46）年 86 
1973 （昭48〕年 34 97 
概ね以上のような内容と実績をもっ富山県政「第2次総合計画」策定の翌年1962c昭37）年に国
では池田内閣の下に「全国総合開発計画」 （旧全総〉が策定された。一応，その重点としたところ
は， I，過大都市の防止（実際は促進〉， 2，地域格差の是正（実際は促進） ' 3，工業立地の整
備，工業の分散（実は，人口や出荷額の既成都市とくにベルト地帯集中や公害， 住宅難等発生〉，
等であり， l地域の三区分とその開発内容として， 1, 過密地域（太平洋ベルト地帯〕の再開発，
L 整備地域としての関東・東海・近畿・北陸（本州のほぼ中央部〉の受入体制整備， 3，開発地
域としての北海道・東北・中国・四国・九州に大，中，小の開発「拠点」設定（北陸もこれに準じ
る〉，等とした。そして， これらの三地域の開発方式については， まず第ー に， 過密地域に関し
て， I，中枢主導的都市機能を発揮させるために首都圏， 近畿圏， 中部閏の開発整備すること，
2，周辺の臨海部・内陸部に住宅，工業都市配置することにし， 整備および開発地域に関しては，
拠点開発方式を採用して， I，大都市周辺部以外の地域に大規模開発拠点を設定する， 2，その周
辺に小規模開発拠点を配置し， 3，両地域を交通・通信で連結する， 4，これによって周辺農業「
近代化」が達成でき，地域経済が発展きでるものとした。第二に，こうした開発方式の具体策とね
らいとしては， 工業開発拠点に新産業都市15c富山，高岡地区もその 1つ〉，工業整備特別地区6
を設定し，そこへ重化学工業誘致・生産の大拠点を創設することを通じて関連地域を発展させ，地
域格差を是正するとするものであり， 他方で地方開発都市を16設定して，工業，教育，文化，第3
次産業等の多面的機能をもっ生産・流通・消費の拠点としようとしたものであった。第三に，こう
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した開発方式に対応して1962c昭37〕年に新産業都市建設促進法， 1964 c昭39）年に工業整備特別
地区整備法が制定されて大規模工業開発拠点方式が具体化され， 1961 c昭36）年には低開発地域工
業開発促進法（ベルト地帯以外 105地区， 富山県では南砺，滑川，入善，朝日が指定〉が制定され
て，小規模工業開発方式が具体化されることになった。他方，地方開発拠点としての地方開発都市
には金沢等 160拠点が育成されることになる。
こうみてくると「旧全総」の核心は拠点開発構想、にあり， その具体化が新産都建設促進法であっ
て，吉田県政「第2次総合計画」がし、かにこれに即応し先取り投資を行なっていたかが分る。考え
方として，重化学工業化を計ることによって住民福祉と生活を向上するという点にあったが， 現実
は公害のみが激増する結果に至ったことは周知のところである。 また「倍増計画」と「旧全総」と
の比較については， 前者が太平洋ベルト地帯優先で資本の立場を示していたのに対し，後者が政治
的配慮の下に後進地にやや重点をおいた政府の立場を示したものであった。 共通した特徴は，資源
地立地型より消費地立地（アメリカ原料輸入に便利な港湾立地）型の開発であったことと言えよ
う。
以上みてきたように「所得倍増計画jから「旧全総」および新産都促進法その他が施行されてい
く中で，富山県では新産都市指定陳情を強化し， 1961 c昭36）年には新産都建設促進協議会を発足
させて翌1962（昭37）年には富山・高岡新産都市建設計画書を作成したりしている。 1963 （昭38)
年には県営開発公社を発足るさせる等の努力の結果，翌 1964（昭39）年に至って富山・高岡新産都
市の指定をうけた。したがって， 1965c昭40）年以降と異り，吉田県政2期目の段階においては，工
業地帯整備，用水，道路， 新港等において新産都市・臨海工業地帯構想、は末だ着手段階にあり，県
内工業出荷額も第I部門よりも第E部門の伸びが上まわったし， また県内企業の設備投資実績も，
1960 c昭35）年271億， 1961 c昭36）年315億円（対前年比16.3%), 1962 c昭37）年301億円（対
前年比－4.6%)' 1963 c昭38）年238億円（同一21.0%)' 1964 （昭39）年211億円（同一11.4%
) ' 1965 c昭40）年201億円（同一4.3%）と一進一退でそれ程活発なものではなかった。
そのため，一方で、は太平洋ベルト地帯構想と拠点開発方式との混合計画の富山県版＝臨海工業地
帯構想と県外資本導入政策への批判も県内資本からも起ってくる。 1963 c昭38）年県経済同友会は
「新産都市への見解」を発表して， 鉄鋼一貫アルミ精錬プランと外部資本誘致政策を批判し， 「現
存の産業基盤の上に立ち，主要機械企業の下における下請基盤を拡充せよ」と主張する。県外独占
資本も，のちに日本鋼管幹部の発言にも表われるように，経済的効率からみて「倍増計画」の太平
洋ベルト地帯立地志向で，政府の新産都政府にも若干批判的でさえあり， したがって富山への志向
は意志薄弱であったと言える。政府・自民党は地域社会への政治的配慮から新産都政策， 拠点開
発，地域開発等の「旧全総」推進に対応する吉田県政を支持し， また県内地元大資本（北銀や北電
〉は電力使用や預貸増加に期待できる企業誘致の吉田県政を支持して， 結局，これらが吉田三選（
1964 c昭39）年〕の大きな基礎になった。 これに対して県内中小資本は，太平洋ベルト地帯の富山
県版・外部資本導入による臨海工業地帯の鉄鋼・石油コンビナート構想には疑問をもつが， 「旧全
総」に対しては地元企業に寄与する企業誘致である限りにおいて期待を寄せ， したがって吉田県政
の地域一体化構想にも，その限りにおいて実現を期待していた。 概ね，県経済同友会の立場はこの
-102ー 戦後日本資本主義と地域経済
線上に位置していたものと思われる。
他方， この時期1960（昭35）年から 1965（昭40）年にかけて階級構成は資本家階級が構成比で
2.2%から2.8%へ増加し，労働力人口は52.8万人から54.4万人へ増加した中で， 農民を含む自営業
者は28万人（農民19.7万人〉から25万人〈農民16.5万人〉へ減少し， 構成比で52.3%から45.7%へ
と過半を割ったのに対し，労働者階級は24万人から28万人へ増加， 構成比でも45.5%から52.0%へ
と初めて50%台を越えた。 こうじた労働者や農民にとっては，吉田県政の新産都計画が末だ着手段
階にあって，正当な評価をしきれない状況にあったと思われるが， 農民にとっては，この時期に専
業農家が50%を割って農業依存を低め兼業化を深めていた状況にあったこととも対応して内陸農民
をも吸収できる企業誘致政策に期待したで、あろうと考えられる。 この点は概ね農業との結びつきの
深い県内労働者にとっても同じであったで、あろう。 1962 （昭37）年南砺，滑川が「旧全総」と対応
して低開発地域開発地区に指定され， 1965 （昭40）年に入善，朝日が同じく指定されたことは，こ
うした期待を一層深めたものと考えられる。
こうして吉田県政は新産都市計画の本格的展開のための条件整備を強行した。 1960（昭35）年に県
内代表企業，三協アルミ本社工場（高岡〕が設立され， 翌1961（昭36）年には富山新港が着工され
る。 富山空港も1963（昭38）年には開港している。さらには1962（昭37〕年には北電が火力発電所
計画を策定し， 1964（昭39）年には草島火力 1号機（15.6万蜘〉運転開始したが，続いて 1966（昭
41）年2号機 (15.6万恥） ' 1969 （昭44）年3号機（25.0万勘〉を開始し， 1971 （昭46〕年には富
山共同火力（北電と住友化学の共同出資〉が25.0万ゐで開始している。 富山県もこの頃より火主水
従の時代へ移行したのである。 1961（昭36）年には有峰ダムが完成し， 1963（昭38）年には1953( 
昭28）年から継続の井田川総合開発事業も完成している。他方，同じく1963（昭38）年には総工費
513憶円を投下した黒四発電所も完成して出力 25万8,000蜘を擁するに至った。同年県営仁歩八尾発
電所も完成した。 この年いわゆる三八豪雪となったが，翌1964（昭39）年には新港周辺造成地 1,3
86ha中 400ha造成が終っているし， 1965 （昭40）年には三協アルミの第二工場も設立された。また
吉田工業は，この時期に活発に海外工場を建設しはじめる。
結論的に言って， この時期の吉田県政の特徴は， 第一に「倍増計画J ・ 「旧全総」に従属して
独占に減免・用地・用水・道路等で奉仕したこと， 県外独占に対して太平洋ベルト地帯の富山県版
（資本の効率的立場〕で接近を試みたが，拠点開発も着手段階で資本の側も立地の利をつかめず， 末
だ誘致実現が困難な状態におかれていたことである。第二に，県行政の合理化を強力に押しすすめ，
人件費・社会保障・教育費等を圧縮し，学校・上下水道・病院・清掃に対して広域的行政を施き地
方行政の収益事業化を推進したことがあげられる。第三には，表3-1でみたように，産業基盤に
関しては公共性の名で採算度外視して多投し， 生活関連に対しては受益者負担・収益事業化（保育
所，病院，水道，清掃等〉を押付けたことにあった。福祉・保健衛生の全国水準からの大きな立ち
遅れはとくに顕著な特徴であったと言えよう。
こうした中で1964（昭39）年知事選となり， 戦後最低の投票率47%で吉田（無所属，自民推薦）
26.6万票， 内山（共産党〕 3.1万票で，かくて吉田第3期目（臨海工業地帯の展開期〉を迎えるこ
とになった。
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lV 「高度経済」成長と新産業都市計画の展開
一一吉田県政「第3次総合計画」をめぐって一一一
「所得倍増計画」後，全国的にはGN P成長が予想以上に進行し， 設備投資も目標年次の水準を
1年でオーバーしたことはよく知られているところである。県内においても新産都市計画にそって
河川開発と企業立地整備を強行に押し進め， さらには公害防禦設備の配患なき火力発電が遂行され
たため，諸々の点で矛盾が顕在化しはじめた。 インフレ，低賃金をはじめ公害，都市問題，交通事
故，労働災害，障害者増大，地域格差の拡大，過疎過密，さらには財政危機等の激増がそれである。
公害問題については後述するが，たとえば県内交通事故をみると， 1955 c昭30）年に件数 729,
死者67人，以下同じく1960c昭35〕年には1,744件， 104人， 1965c昭40）年4,936件， 128人， 1970
〈昭45）年6,551件， 207人とうなぎ登りに増加した。 過疎や過密の進行についても同様で，たとえ
ば，富山，高岡人口と五ケ三村人口の推移をみてみると，前者は1960c昭35）年34.2万人から1966
（昭41）年41.6万人，さらに 1970c昭45）年42.9万人と増加しているのに対し，後者は 8,036人か
ら6,789人，そして5,504人と減少をたどってにいる。県財政危機もすでに述べたように吉田県政2
期目の終りの 1964c昭39年）には一般会計で 2億5,473万円にのぼる赤字を記録する結果となっ
た。
このような各地で「高度経済」成長の「ひずみ」が露呈してくる中で， 1964 c昭39）年に池田内
閣にかわって佐藤内閣が成立するが， ーはやくベトナム北爆支持表明を行なって，以降の「超高度
経済」成長の足がかりにしようとしたことも今や明らかになっている。 この内閣の下で1965c昭40
〉年に「倍増計画」を途中で引継ぐ形で「中期経済計画」が期間を 1968c昭43）年目標に設定して
策定された。 目的は，ひずみ是正と開放体制への移行に対応して経済の体質改善としているが，現
実は，これ以降，ひずみは拡大され， しかも東南アジアを中心とした帝国主義的進出が強行されて
いくことに他ならなかったので、ある。重点政策として掲げたものは，低生産性部門の「近代化」と
労働力の活用，国民生活の質的向上であり， 「倍増計画」の平均成長7.8%をも上まわる8.1%を目
標にした重化学工業化・強蓄積政策を内容としたので、ある。
このように 1965c昭40）年以降，超高度の蓄積政策が打出されてくる中で， 1964c昭39）年の北
陸地方開発促進法， 1966c昭41）年の中部圏開発整備法をうける形で， 1966 c昭41)年に吉田県政
第3期日の「第3次総合計画」が目標年次を1975c昭50）年に設定して策定された。 これによって
「第2次総合計画」の内容＝新産都計画・臨海工業地帯構想が一層推進・本格化されることになる
が， この計画の特徴は， 計画でも述べているように， 「望ましき富山県民像」を提唱し，人間能
力開発の教育計画を導入したこと， 富山・高岡新産都計画，新産地区外の開発計画をはじめ県の内
外にわたる地域計画との一体化構想， つまり中部地域一体化推進の構想が打出されたこと等にあ
る。計画の構成は，総論（この中に「望ましき富山県民像」と「5つの願し、」が含まれている〉，
経済総合計画，人間能力開発計画，水政計画，交通総合計画， 農林水産業振興計画，商工業振興計
-104ー 戦後日本資本主義と地域経済
画，生活環境整備計画， 県民福祉向上計画等， 9部門50計画からなるものであるが，これらの諸計
画の中軸となり包括するものが，先述の中部地域一体化推進構想であった。
中部地域一体化構想の基本的方法とするところは， 1966 （昭41〕年に制定された中部圏開発整備
法の線にそって県の発展の基礎が中部圏全領域の確立・発展にあるとするものであった。 関西・関
東との交流から中部圏，とりわけ中京工業地帯との交流を深めることへ移行し， 中京地帯の工業過
密を富山県工業で分担するというところにある。 したがって富山県の中で富山・高岡新産都市こそ
が工業分担の副核的存在であり， 北の核であるとしている。
その方策として，まず第一に交通網の整備があげられ， 1964 （昭39）年の北陸地方開発促進法に
対応して同年北陸自動道建設促進法が制定された。翌1965（昭40）年に富山～米原間基本計画が出さ
れ， 1966（昭41）年にはまず富山～武生間整備計画を策定して 1969（昭44）年に着工していくこと
になる。県内港湾についても重視され，うち新港の取扱量を1970（昭45）年 275万トン， 1975（昭
50）年 l,251万トンと飛躍的に伸ばすことにした。 鉄道では高山線の複線電化の必要性が強調され
実現していくことになった。 同時に県内内陸地から臨海工業地帯へ通じる道路網の整備が労働力政
策と対応して整備されてし、く。 第二に，工業化達成のための土地利用であるが， 1975（昭50）年ま
での必要な土地として工業用地l,370ha，住宅用地2,040ha，公共用地I,630ha，合計5,040haが示さ
れ， そのために田3,163ha, 畑576ha, 山林865ha，その他38lha，合計5,958加を供給するという計
画が立てられた。 そして，第三に，その供給地の具体的利用については，言うまでもなく新産都市
・臨海工業地帯推進におかれるが，内訳としては， 1，富山新港後背地に臨海工業地帯造成，重化
学工業（鉄鋼，石油中心のコンビナート〕の立地とすること， 2，内陸部工業用地および流通セン
ター用地とすること， 3，住宅用地2,040haのうち， 太閤山ニュータウンに440加を当てること，
4，その他 T.K.A.観光開発にあてる，等とされた。 第四に，工業化構想の具体化であるが，工
業の項でも述べているように，まず「今まで、の県工業は非成長型で、メリットがない。 それに援助す
るが，新港中心として，新規企業を誘致し，飛躍的に工業を発展させる」ことにして， 従来の県内
工業の主軸であった関東系資本の機械・金属・化学工業や関西系資本の紡績業， その他中小企業等
の配置・形態から県外誘致企業を中心とした鉄鋼・石油中軸のコンピナートの臨海工業地帯創設・
推進に移行させる工業政策が表明された。 第五には，工業化政策に従属する農業政策・労働政策に
ついてであるが， 「今回の計画では，雇用対策として農業労働者の適正な転換（中略〉農業の適正
規模化を中心に大巾に減少し，この分は（中略〉第2次，第3次産業へ移動する」 として労働力給
源を農業とその「近代化」にもとめたことである。 農業生産計画においても，総合で1963（昭38)
年381.6億円・指数100としたとき， 1970（昭45）年120,1975 （昭50）年135に抑え， 米については
同じく111から119へと一層の抑制計画にした。 また戸数も8.1万戸（指数100）から7.7万戸（95),
へさらに7.1万戸（88）へと減少させ， 就業人口も 16.5万人（100）から 13.6万人（82）へ， さら
に12.2万人（74）へと減少させることにしたのである。 これらの計画は概ね実際に強行され，実現
している。このように第一次産業の「大巾に減少」を表明し， 労働力確保政策の一環として農業構
造改善事業を打出すことになった。 さらに重要なものとして，その一環にくみ込まれた教育政策＝
人間能力開発政策があげられる。 多くの県民から反発を招L、た 7・3教育体制はまさにその中軸で
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あり，小学校の統廃合，中学校の選択教科の多様化，高校の専門学科別単独校等が推進され， 企業
に役立つ産業技術者の養成に力が注がれていくことになったのである。 最後に，こうした計画遂行
のための財源であるが，まず県財政歳出規模として， 1970（昭45）年493億円（1.6倍〉， 1975 （昭
50）年670億円（2.1倍〉に増大させることにし（実はすでに1970（昭45）年で859億， 2.7倍になっ
た〉，開発銀行や県内金融機関の融資枠拡大にも期待した。事業費総額は，民間収入を除いて 1,9
21億円で，うち県50%，国34%, 市町村10%とし， 支出では総合計画2.9%, 人間能力開発計画2
8.3%，水政計画19.3%，交通計画21.2%，農林水産計画 15.0%，商工計画5.8%，生活環境計画4
.6%，福祉計画5.5%としづ割合で，住民の福祉・生活関係は切つめられた。
以上の計画にもとづいて1970（昭45）年および 1975（昭50）年の目標数値を以下のように設定す
る。 まず人口については1963（昭38）年現在の 102.7万人から 107.2万人，さらに118.4万人を見込
んだが， 「第3次総合計画」の終了する 1970（昭45）時点の実績では 102.g万人でしかなかった。
次いで産業別人口についてみると，同じく1963（昭38）年現在を出発点として第 1次産業は17.3万
人（構成比31.8%）から14.3万人（24.8%）に，さらに12・9万人（20.9%）へ減少させ， 第2次産
業は17.7万人（32.6%）から21.5万人（37.3%）へ， さらに24.7万人（40.2%）へ増大させること
にし，第3次産業も19.8万人（35.6%）から21.9万人（37.9%〕へ， さらに23.8万人（38.9%）へ
増大させるとした。 1970 （昭45）年実績では，第1次産業は14.1万人（25%），第2次産業20.2万
人（35%），第3次産業23.2万人（40%）となり， 第1次産業は予想を上廻わる減少となったが，
第2次産業は予想ほど雇用が進まない結果となった。 同様に生産所得では，第1次産業は 261.2億
円（13.4%）から308.5億円（8.9%）へ， さらに351.8億円（6.6%）へと相対的地位を低下させる
ことにし， これに対し，第2次産業は 686.1億円（35.3%）から 1,376.5億円（39.9%）へ， さ
らに2,260.6億円（42.6%）へと 2倍，さらに3.3倍と飛躍的増大を計り，第3次産業もl,052.2億円
(54.1%）からl,857.6億円（54.0%）へ，さらに2,841.9億円（53.6%）へと 1.8倍， 2.7倍へと増
大させていくことにした。 1970 （昭45）年の実績としては構成比は概ね計画通りであったが，生産
額は総計で計画の1.8倍をはるかに上廻わり 5,518.9億円で2.8倍Jコ超成長を遂げている。 しかし県
民1人あたり所得は178,200円から335,892円に1.8倍に伸び‘たにすぎなかった。
「第3次総合計画」の策定された翌年 1967（昭42）年には，佐藤内閣の下で「経済社会発展計
画」が期間を1967（昭42〕年～1971（昭46）年において策定され， 一層，吉田県政の新産都を中心
とした強蓄積政策は推進されることになった。 「経済社会発展計画」について若干言及すると，
GN P平均成長を「中期経済計画」の8.1%よりも若干上まわって8.2%とし， 「均衡のとれた充実
した経済社会への発展」を目的にするとしている。 そして三つの重点政策，すなわち， I，物価安
定（実際は米価，賃金抑制〉， 2，経済効率化（現実は大型合併，農業や中小企業の没落・労働力
化，行財政制度の再編成〉， 3，社会開発（公害や都市問題の深刻化を資本の立場から対処してい
うとするもの〉等を掲げた。 換言すれば，先進国にひけをとらない効率的産業編成を強行し，行財
政の効率化を計ろうとすることと福祉の向上というみせかけを表面に立てた産業基盤投資を減少さ
せない方策であったと言える。 吉田県政がこうした国の基本路繰をほとんど受入れ，それを上まわ
る一層の強蓄積を計ろうとしたことは，たとえば， この時期の産業基盤投資に対する生活関連投資
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の割合を全国平均と比較して， いかに富山県が低水準であったかをみれば分る。すなわち産業基盤
100としたとき，生活関連は1964c昭39）～1966c昭41）年全国75，富山県63であったが， 1969 
（昭44）～1971c昭46）年にかけて（「第3次総合計画Jと照応〉， 全国86に増加しているのに対
し，富山県は38に急低下しているのである（表3-1参照）。
次に，この時期の「第3次総合計画」に対応した県内の開発状況や企業動向について以下みてい
こう。 まず1966c昭41)年には小矢部川総合開発事業が完了し，同年新たに和田川総合開発事業が
開始された。翌1967c昭42〕年には小矢部川万利ダムも完成し，また県営の小矢部川第1・第2発
電所も完成した。 同年には日本海石油が設立され， 1969c昭44）年には操業開始し，県下の化学工
場がナフサへ原料転換をしはじめる。 同年，北陸自動車道着工され，北陸線全線複線電化し，立山
トンネルも貫通した。こうした中で 1968c昭43〕年にH待望”の富山新港が開港し，その背後地に住友
化学アルミ精錬工場，中越パルプ，北電火力，東洋工業が進出し， 翌1969c昭44）年には住友電
工，中越リップス，大建工業，アイシン精機，鈴木自動車，富山軽金属等が進出した。 北電と住友
化学の共同出資で1968c昭43）年に富山共同火力発電も設立された。しかし，こうした新港後背地の
臨海工業地帯造成，石油・鉄鋼コンビナート構想に対し， 県外独占企業は進出に対し慎重であり，
住友系を除いて誘致政策は進展したとは言えない。 たとえば日本鋼管の元会長河田氏は来富した
際， 「市場が遠いので土地はタダでも鉄鋼コンビナートは無理」と 「北日本新聞」 1967c昭42）年
8月10日号で述べているし，また1969c昭44）年には県経済同友会が「現存企業や地元企業まで，
条件次第では県外に出たし、といっている。今まで現有企業に十二分の政策努力がなされてきたか反
省せよ。現有企業との関連の上で企業誘致を考えよ」と吉田県政を批判している。
これに対して吉田県政の工業化政策を計画指標からみると， 1963 c昭38）年出荷額実績を基準に
して，化学529.2億円を1970c昭45）年に2.1倍， 1975c昭50）年には3.1倍に， 以下閉じく石油8.6
寵円を15.3倍から31.5倍へ，鉄鋼225.9億円を1.7倍から3.0倍へ， 非鉄金属126.7億円を2.1倍から
2.9倍へ，機械317億円を2.2倍から4.3倍へ各々伸ばし， 重化学工業部門全体1,207.3億円を2.1倍か
ら3.6倍へ伸ばそうとするものであったのに対し， 軽工業部門はし236.8億円を1.9倍から2.5倍への
伸びにとどめ， 1968 c昭38）年時点、の第I部門49%対第E部門51%の割合を大きく変えて第I部門
優位の工業構成を構築しようとしたことにある。 1970 c昭45）年実績をみると，化学は若干計画を
下まわって1.9倍に，石油は16倍と上まわり，鉄鋼も計画の 1.7倍を越えて2.9倍に， 非鉄金属も計
画の 2倍が 4.5倍と上まわった。 さらに， こうした動向と対応して県内設備投資の実績について
1965 c昭40）年～1969c昭44）年の「第3次総合計画」の実施期間中でみると， 確かに1965c昭40
〉年201億円（対前年比一4.3%）にはじまって1966c昭41〕年209億円 c+3.9%) ' 1967 c昭42)
年375億円c+79.4%)' 1968 c昭43）年547億円（＋45.7%〕， 1969c昭44）年801億円c+46.5%), 
1970 c昭45〕年 1,039億円（＋29.7%）と「第2次総合計画」 (1961 c昭36）年～1965c昭40）年〕
期間と異って急速な投資がつづ、いたことが分る。 しかし，このうち，とくに前半期では機械工業受
注が増大し，アルミ加工の増産があったこと， 後半期，とくに1969c昭44）年においては合金鉄，
ベアリング，工具，工作機械，抵抗器，アルミサッシ等に記録的生産をもたらし， 県下工業生産指
数前年比で21.7%増の伸びとなったものである。 こうした急速な設備投資も1970c昭45）年以降停
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こうした富山県下の工業生産の動きを規模別で伺うと， その動向の特徴がより一層鮮明になる。
期聞を1960（昭35）年～1969（昭44〕年においてみると， 1960 （昭35）年で小企業（29人以下〕の
出荷額201.1億円（構成比11.3%），中企業（30～299人） 462.0憶円（26.0%），大企業（300人以
上〕 l,111.5億円（62.7%〕であったが， 1969 （昭44）年には小企業770.7億円（12.5%），中企業
1,924.5億円（31.1%），大企業3,492.5億円（56.4%）となり， 中小企業の相対的向上に対して大
企業の相対的低下が伺われ，また，その伸び率も小企業の3.8倍， 中企業の4.2倍に対して大企業は
3.1倍にとどまっていた。 雇用量についてみると， 1960（昭35〕年において小企業 23,170人（22.8
%），中企業30.735人（30,2%），大企業47,751人（47.0%〕であったが， 1969 （昭44）年に至る
と，小企業36,208人（24.6%），中企業52,699人（35.7%〕， 大企業58,699人（39.8%）となっ
て，中・小企業の雇用量増大に対し大企業の雇用量は相対的に低下している。伸び率においても小
企業1.6倍，中企業1.7倍に対し，大企業1.2倍でしかなかった。
このように吉田県政の推進する大企業， 就中県外独占資本誘致による臨海地帯重化学工業化政策
は，県内工業において生産， 雇用の面において大企業の相対的地位の低下に対して主役を果たしつ
つある中小地元資本からも批判を浴せられ， 1971 （昭46）年時点でみた新港背後地工場用地 250ha
も計画の56%しか進まず，進出企業23，その用地も 162ha（造成地の62%）でしかなく，うち稼動企
業は15にすぎないという頭打ち状態にあった。 また計画では新港の取扱量を1970（昭45）年 275万
ト人 1975（昭50）年1,251万トンとしたのに対し， 伏木港279万トシから308万トン，富山港188万
トンから203万トンであったが，現実は1970（昭45）年実績でみると，富山港478万トン，伏木345万
トンに対し，新港は計画を下まわって256万トンにすぎなかったのである。
以上みてきた吉田県政「第3次総合計画」の推進と県内経済の動向に対して， 一方では公害を中
心としてその矛盾が大きく露呈しはじめていた。 1964（昭39）年に富山化学で塩素ガス噴出し，
1967 （昭42）年にも同工場でガスもれ事故を起こしている。 また同年には日本曹達高岡工場でガス
中毒事故が起こり， 翌1968（昭43）年には，日本ゼオγ高岡工場で爆発事故を招いた。続く1969( 
昭44）年日本カーボγ大沢野工場でもガス爆発を起こしている。 また同年には，高岡伏木の石油基
地で爆発引火事故となった。 さらに1970（昭45）年には富山昭電の爆発事故，日産化学婦中町工場
周辺のフッ素被害が問題化するに至っている。 こうした矛盾を内包した県下の工業生産も， 1970( 
昭45）年以降停滞期に入るのである。 このような企業のガス爆発や公害ばらまきに次いで、，イ病，
水銀汚染，ぜんそく等がーっせいに爆発した。 こうした公害激化に対して県では1966（昭41）年に
厚生部環境衛生課の片端に公害係をやっと設置したにすぎない。一方，吉久ぜ、んそくが高岡市議会
で問題化し，また小矢部川下流域底質土から有機水銀が発生した。住民の側でもイ病対策協議会を
結成し，吉久地区でも公害対策委員会を発足している。 1967（昭42）年には，公害対策基本法が制定
され，これに対応して県では富山，高岡，新湊地区を媒煙規制地区に指定し， 同時に総合計画部の
中に公害課を設置した。 イ病患者等に対する特別措置要綱も制定された。 1968（昭43）年には県は
公害防止条例を制定し，同年，厚生省がイ病の原因カドミ説を発表したのに対応して， 県では，イ
病を公害病と認定し，イ病裁判も開始された。公害反対斗争も以降大きく高揚しはじめる。
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このように矛盾の激化に対して後手から消極的に対応していく吉田県政そのものは，大企業に公
害防禦設備を空費〔利益減少部分〉としてサボることを初発から認可し，それだけ部分多く剰余価値と
して資本への転化＝蓄積を可能ならしめたこと，しかも資本設備の節約上，資本がコンピナート化し
ようとして立地志向するのを先取り的に推進・援助し，それだけ地帯的に公害を集中させたこと，そ
れだけに公害とは独占の蓄積（成長〉のTこんなる帰結にとどまるものではなく， その重要な条件とな
ったものであること等を考え併せてみると，いかに反県民的な役割を果たしたかが明らかであろう。
他方，公害反対斗争と併行して，教育運動も高揚した。 1965 （昭40｝年「望ましき富山県民像」
が提唱されて， 人間能力開発政策が7・3教育を主要内容としてはじまり，これに対する反対運動
としてもり上った。県では，さらに1969（昭44）年に県立高校2人教頭制を実施等，反動的教育政
策を強めたが， 同時に住民の側から， 「教育をよくする県民会議」が発足して， 7・3体制反対を
中心に県の教育政策の大転換を要求していくことになった。
また，この時期，階級構成も資本家階級が 1965（昭40〕年の2.6%から1970（昭45〕年3.4%に増
加したのに対し，自営業者は農民を含めて45.7%から40.6%へ後退し， うち農民は16.5万から13.6
万人へ約3万人減少した。それに対し，労働者階級は28万人から32万人へ4万人増大し，労働力人
口の中で52.0%から55.8%へと比重を高めた。 1967（昭42）年には草新美濃部都政が誕生して，
以降，草新自治体が全国各地で誕生しはじめるが，県内でも 1968（昭43〕年の参院選では杉原社会
党候補が当選して保守陣営にショックを与え， 1971 （昭46）年には富山市に改井革新市長も誕生し
て，一層保守陣営に危機感を与えるところとなった。 こうした中で， 1968（昭43〕年吉田は再び知
事当選し4期目を迎えた。 投票率50.6%の低率で，社会党も自主投票でのぞみ，結果は吉田（無所
属〕 28.5万票，平田（共産党〕 5.5万票であった。
しかし翌1969（昭44）年には国政レベルでは「新全総」が策定され， 「倍増計画」や「旧全総」
への見直しが行なわれるのに対応して， 県内においても吉田らの「倍増計画」・「旧全総」にタイ
アップした外部誘致資本による新産都市，鉄鋼・石油コ γピナートの臨海工業地帯計画路線に対立
して， 「新全総」路線に従属した反吉田の新産都市計画の軌道「修正」路線が拾頭した。 前者は既
に進出ずみの住友系資本等による既得利益を固執するための県政掌握をめざす路線であり，それに
物質的基礎をおく吉田一小林ライ γと呼応するものであった。後者は， 「旧全総」による地域的配
慮の破綻＝新産都市計画の行詰りを「新全総」路線へ先取り的に切り換えて， 臨海工業地帯を既存
県内企業によるアルミ，木材，機械系でコンピナート化し， 内陸部を加工型・機械工業で農工一体
化しようとする路線であり， さらにこれまでの吉田方式では保守系の危機が深化するのを恐れる自
民党および県内大資本， 北電や北銀および吉田県政に批判的な地元中小資本のライ Yがこれに呼応
するものであったと言える。 このように国政レベルで、「旧全総」から「新全総」へ移行するのに照
応して1969（昭44）年吉田知事が衆議院に出馬して知事を辞したことは，この時期の情勢からみてき
わめて象徴的であったと言えよう。 こうして同年知事選となり，吉田の後継者小林（副知事〉～外
部系資本（「旧全総」～「新産都」ライ γ）と地元大資本～中田（県農林部長〕の「新全総」～「
第4次総合計画」ラインとの対立となり， 結果は，投票率も前回の50.6%から77.6%へと上昇，中
田（自民党） 21.3万票，小林（無所属） 19.6万票となり， それに情勢を反映した草新陣営の改井（
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社会党） 11.2万票，平田（共産党） 1.7万票が加わった。 中田県政がこうして開始されるが，実は
この県政において「新全総」や「日本列島改造論」に対応して広域行政・産業基盤優先，受益者負
担の低福祉政策等が一定の譲歩のポーズを示しながらも一層推進されていくのである。
v 「高度経済」成長政策の破綻と新産業都市計画の軌道「修正」
一一一中田県政「第4次総合計画」と「住みよい富山県をつくる総合計画」
（第5次総合計画〉を中心にして一一
中田県政展開の国政的背景は， 佐藤内閣策定の1969c昭44）年「新全国総合開発計画」，および
それと対応した 1970c昭45）年策定の「新経済社会発展計画」であり，さらには1972c昭47）年の
田中内閣策定の「日本列島改造論」 〈田中他人の著書という体裁をとっている）とその具体化であ
る同年の工業再配置促進法等があげられる。
そのうち， 1969c昭44〕年策定の「新全総」は，目標年次を 1985c昭60）年におき， 1965c昭
40〕年からの20年間で開発資金 500兆円を投入しようという長期計画であって翌年策定の「新経済
社会発展計画」に対応するものであった。 目標指標として，国民総生産では30兆円を130～150兆円
と4～5倍に，生産所得では第1次産業を 5%に抑えるのに対して第2次産業を 46～48%，第3次
産業を47～49%へ各々増加させ，累積固定資本形成は450～550兆円に増加， 工業生産では平均5～
6倍にして，うち鉄鋼を4倍，石油を5倍， 石油化学を13倍，火力・原子力発電所能力を7倍に各
々増加させることにあった。 これらを具体化するために次のような開発方式が採用される。すなわ
ち，第一は，新ネットワークと呼ばれるもので， I，全国を北海道，東北，首都，中部，近畿，中
国，四国，九州の各圏， 8つのブロックに分けて各々の圏内に中核都市（札幌，仙台，東京，名古
屋，大阪，広島，福岡〉を設定・整備すること， 2，これらの各ブロックを交通（新幹線，空港，
港湾）・通信網整備で東京に直結するとともに， 各プロック内においても各中小都市と中核都市を
連結するサブネットワークを設けることによって， 広域行政で全国支配をめざすこと， 3，こうす
ることによって中央地帯偏在の土地利用を日本列島全体に拡大する， 等がそれであった。第二に，
その計画達成のための手段であるが，事業主体として公共・民聞の混合方式が採用され， 民間ディ
ベロッパー資金の大々的な参加が要請されたこと，「公益」優先の土地利用・改良がとられ， それら
を支える広域行政と受益者負担の原則が本格的に採用されたこと等である。第三は，「旧全総」の開
発方式と異なる方式としてであるが，その一つは「旧全総」の拠点開発方式を7つのプロックとサブ
ネットワークを通じて全国的に拡大することであり， そのこは大規模開発プロジェクトの種類を「
旧全総」の拠点 142地区に対して増加・拡大したことである。その他に農林水産・観光リクレーシ
ョγ・大流通・エネルギーの各基地等を設定している。そして，これらを支える重点政策として，
むつ小川原・西瀬戸内・周防灘・志布志等の遠隔臨海地に鉄鋼・石油コ γピナートの大規模工業基
地を建設すること，また機械・金属・雑貨系工業等を都市型・内陸型工業として農村内陸部へ進出
させ， そのための法的措置とじて 1971c昭46）年農村地域工業導入法を制定したこと等であっ
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た。以上のような「新全総」のねらいとするところは， 道少Ii制や広域市町村圏，市町村連合案等を
通じて権力集中体系を築き，その下で圏内， 圏外の市場を拡大し，高蓄積を実現しようとするため
の国土再編成計画であり， 「新経済社会発展計画」に対応するものであった。
さらに， 1970c昭45）年策定の「新経済社会発展計画」は， 目標年次を1975c昭50〕年に設定し
して， 1967c昭42）年策定の「旧計画」のGN P平均成長 8.2%をさらに上まわる 10.6%とするも
ので，目的として掲げられているのは，「均衡がとれた経済発展を通して住みよい日本の建設」，であ
ったが，実は国際競争力の強化にあると言うべきであった。重点政策として， l，国際視点に立つ
経済の効率化， 2，物価安定， 3，社会開発の推進， 4，適正な経済成長の維持と発展基盤の培
養，等が示されたが，現実は，従来の， 材料に対し加工組立の少い重化学工業， 資本集約型産業
を，技術革新や情報化推進を軸にして多くの機能のシステム的に組合わせる情報集約化・高度加工
化の頭脳集約型・研究集約型産業（原子力，航空機，電子産業の担手〉へ移行させること，アジア進
出・輸入の促進に対応して農業・中小企業を「近代化」すること， および「高福祉」・高負担を強
行すること等にあった。 「旧計画」とのちがし、は， 「新計画」が1969c昭44）年の日米共同声明に
即応し， 70年代安保体制， 6兆円4次防に対応した長期計画であること， 多くの点では「旧計画」
を踏襲しているが，新しい点としては独占の支配を国外へ拡大強化し， 産業基盤政策を強化して「
高福祉」・高負担の収奪方法を露骨に採用したことにあり， 「新全総」に対応することにあった。
1970 c昭45）年に中田県政「第4次総’合計画」はまず以上のような国政上の背景の下に策定され
た。したがって，そこには広域ネットワーク化，民間ディベロッパー活用， 受益者負担，大規模工
業，都市内陸型工業， 農業「近代化」と農工一体化等の「新全総」の諸特徴となる要素はすべてと
り込まれている。 目標期間は， 1971c昭46）年から1985c昭60）年とするもので，その間， GNP 
平均成長9.7%，生産所得は4.8倍，工業生産は4.6倍で吉田県政「第3次総合計画」の各々 2.7倍，
3.0倍をはるかに凌ぐ超高蓄積をめざすものであった。工業生産では「現在の兵庫県」の規模に匹
敵すると自慢している。
計画の基本的内容については， まず工業の新たな発展方向が前提となっているというべきであろ
う。すなわち，それについては， 1，臨海工業地帯の基幹産業（鉄鋼・石油コンピナート〉と県内
企業を有機的結合させること， 2，余剰農業労働力や農地転用の促進によって農工一体化を進める
こと， 3，内陸型都市工業を農村内陸部に進出させ， そのための工業用地を確保し加工度を向上す
ること， 4，公害防止，適正業種の誘導，等を掲げる。 ここで工業の類型について提示していると
ころをみると， 都市型工業，地方資源型工業，基礎資源型工業に分け，このうち都市型工業として
は，金属，一般機械，輪送機械，精密機械〈以上を金属加工業とする〉， 印刷， 衣服， 家具， ゴ
ム，皮革等（以上を雑貨加工型〉からなる。地方資源型工業は窯業，食料品，木製品，繊維等であ
り，基礎資源型工業は，石油，鉄鋼，化学，非鉄，紙パノレプ，等である。 このような工業のうち都
市型工業，とくに機械や住宅関連産業を農村内陸部へ進出誘導し， 高度加工部門の立地を促進する
こと，一方で、はすで、に臨海工業地帯に集積促進した基礎資源型にアルミ， 石油精製を付け加え，石
油供給体制の確立をはかり，企業聞の有機的結合を計ろうとするもので， まさに「新全総」の富山
県版そのものであった。吉田県政「新産都市計画」は破綻したと言っても，この計画では決して臨
戦後日本資本主義と地域経済
海工業地帯の石油精製，石油化学， 火力発電等の大規模工業コンビナートが放棄されているどころ
か，一層促進されようとしているのである。 以上の工業化計画のために工業用地を新たに 3,000ha
見込んでいる。 こうして県内工業の発展は， 1968c昭43）年を基準にして，都市型で 1,583億円（
31.4%），地方資源型で 1,398億円（27.7%），であったものを， 1975 c昭50）年には都市型は
3,819億円（39.5%〕の2.4倍に，地方資源型は2,349億円（23.1%）の1.7倍に，基礎資源型は4,004
億円（39.4%）の2.0倍にし， 1985c昭60）年には，都市型は9,325億円（40.4%）の5.9倍に，地
方資源型は9,010億円（38.7%）の4.4倍にしようとするもので， 都市型の発展に対して在来産業を
中心とする地方資源型は相対的地位を低下させ， 基礎資源型は一応着実に伸ばすことを想定してい
る。こうして工業全体では1975c昭50）年には2.0倍に， 1985c昭60）年には 4.6倍と吉田県政「第
3次総合計画」の 3.0倍を大きく凌駕する発展テンポを見込んだ。
こうした工業発展を前提として，それを支える手だてとしては， まず第ーに，広域生活圏の形成
計画があげられる。すなわち県内を「新全総」の全国7つのプロック圏になぞらえて， 3つの広域圏
＝富山・高岡広域圏， 新川広域間〈魚津・黒部を中核都市とする〉，砺波広域圏（砺波を中核都市
とする）に分け，各々の闘内に， 教育，文化，医療，商工業等の拠点、たる中核都市を設定する計画
であった。 このうち富山・高岡広域圏を主要聞として後者の二圏を副次的広域圏とするもので，こ
れらは全国ネットワークの末端的サブシステムとなるものであった。 このための法的措置として
1969 （昭44）年に広域市町村圏振興整備措置要綱が出され， 同年には広域市町村圏に砺波が指定さ
れる。 次いで， 1970c昭45）年には新川広域市町村圏が指定され，さらに翌1971c昭46）年には富
山，高闘が指定された。 これをうけて1972c昭4の年に富山地区広域市町村圏計画が策定され，広
域ネットワークづくり，民間ディベロッパーの土地開発等が開始されるのである。第二は，そのた
めの県内交通網整備であるが， まず三大都市との結びつきを強化して 1日行動閤とするために北回
り新幹線や北陸自動車道を建設・促進することであった。 1972 （昭4の年北陸新幹線建設計画も出
される。 次いで県内交通ネットワークを整備することであるが，県内各地から富山市へ30分以内＝
「30分交通県の形成」 とするために各拠点都市周辺の環状道路を整備することに目標がおかれ，こ
れによって広域ネットワークを一層具体化しようとした。 さらに新港の充実があげられるが，ここ
を背後地のアルミや住宅産業等の原料，製品流通のための工業港， 対岸貿易港としての拠点にする
ために総合的整備をするとしている。さらに1972（昭47）年には富山外港計画， 1973c昭48）年には
伏木外港計画が出されたが， 現在，沿岸漁業等の関係で問題化しているところである。これらの各
港湾の取扱量として， 1985（昭60〕年目標では，全体の3,620万トンのうち，新港33.8%，新湊28.7
Z，富山20.2%，伏木15.6%，魚津 1.7%としており， 臨海工業地帯との関連を重視していること
が分る。第三は，農業の「近代化」と余剰労働力による農工一体化である。まず農業就業人口を離
農促進して15万人から3分の lの5万に激減させ，農地を流動化させるとし， それに代って高生産
性農業，つまり生産のシステム化，大型機械作業一貫体系を促進するとした。営農形態として大
型・専門化をねらいとした集団化， 協業化と委託請負経営化を指導しようとするものであり，こう
した諸計画を実効たらしめる法的背景としては， 1971 c昭46）年に農村地域工業導入法， 1972c昭
47）年には農業団地育成対策基本要綱が各々制定されている。 これらによって農家戸数は， 1965c 
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昭45〕年の7.9万戸を1975c昭50）年には6.6万戸， 1985 c昭60）年には4.6万戸と減少させ，農地
にも8.6万haを8.2万haから 7.7万haに減少させることにし， 米の生産調整も， 1970c昭45）目標数
値243,000tの内定（実収穫は322'700 t ) ' 1971 c昭46）年の調整目標54,500t，翌1972c昭4の
年47,500tと継続された。第四は，資源開発・総合利水システムの形成であるが， 1985c昭60）年
目標までには工業用水として基準年次 1965c昭40）年の 174万mの3倍を必要とし，そのために小
矢部川，圧川水系を広域開発すること， その他の河川にはダム建設促進して地域的利水に再編成す
ること等としている。 その他に，吉田県政から継承した T.K.A.観光をはじめ，庄川峡，五ケ山
リクレーション基地づくりを民間ディベロッパー活用で計画している。
以上のような県内工業化とその具体策を実現してし、く手段として， 農民をはじめ県民全体の選択
にかかっているものとして， 「望ましき富山県民像」を改めてまず説き， 次いで「租税を含めた住
民負担は高まるJと受益者負担の導入を提示する。 また土地の有効利用，民間ディベロッパーの利
用，国・自治体・民間ディベロッパーの一体化を掲げ， 第3セクタ一方式を促進するものとした。
事実， 住民福祉や勤労者の諸施設において，安あがりの県設民営方式が多く採用されてし、く。最後
に計画遂行の財源についてであるが，県財政規模は1970c昭45）年の 693億円を1975c昭50〕年には
1,032億円の50%増加を見込んだ。 また計画諸事業のための収入については，総額 2,695億3,700万
円で，収入では国1,004.6億円，地方債350.6億円，その他305.1億円， 一般財源1,035.0億円として
いる。 ただし，これには民間ディベロッパー資金は含まれていない。
以上の計画によって， 人口は，基準年次の1965c昭40）年102.5万人を1975c昭50）年には106.6
万人， 1985c昭6的年には115万人に各々増加させること，就業就口では，同じく54.4万人を55.5万
人に，さらに58.1万に増加させ， うち第1次産業については， 構成比でみると31%から18%へ，さ
らに 9%に減少させるが， 第2次産業については， 31%から38%へ， さらに43%へ，第3次産業
も， 38%を44%へ，さらに48%へ各々増加させること， 等としている。また生産所得で、は，全体で
は3,890億円を， 8,320億円の2.1倍に， さらに1985c昭60）年には 1兆8,630億円の4.8倍に急テン
ポで増大させ， うち第1次産業では， 13%を7%に， さらに3%へ減少させるが，第2次産業で
は， 37%を41%へ，さらに47%へ増加させ， 第3次産業でも50%を52%へ，そして50%へ推移させ
ることにした。つまり，第2次，第3次産業を伸ばすために第1次産業を抑制すること，中でも第
2次産業中心の産業政策であったことが分る。計画と実績との対比・検討については， 「第5次計
画」と併せて後述することにする。
ところで，とくに1965c昭40〕年以降に入って， 吉田県政の「第3次総合計画」にみられるよう
な臨海工業地帯の石油・鉄鋼コンビナートづくりを中心とした重化学工業化に奔走したため， 公害
問題をはじめ諸々の矛盾が一挙に露呈しはじめたことは先述したが， 中田県政の1970c昭45）年に
入って， 「第4次総合計画」が策定・実施される中で， 公害問題がーっせいに爆発し， 「第4次総
合計画」にも大きな痛烈な打げきを加えることになったと言える。 たとえば， 1970c昭45）年に入
って日本鉱業黒部三日市製錬所によるカドミ汚染や福寿製薬による神通川水銀汚染，さらには北
電火力による呉羽山，草島地区一帯の被害等に代表される公害問題が起り， これに対して県公害
被害者連絡協議会や高岡の千保・小矢部をきれいにする会， 公害を告発する市民連合等が結成さ
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れ，住民運動が高揚した。 1971（昭46）年にも， 岩瀬から公害をなくす会が結成され，翌1972（昭
47〕年にも，富山市北部大気汚染の被害をなくす会や高岡二上山自然を守る会等が結成されてい
る。そうした中で，同年には富山市改井革新市政によって 1950（昭25）年から保守市政の下で継続
した富山市工場設置奨励条例が廃止され， また一方で、はイ病の結審で全面勝利が勝ち取られる等の
前進がみられたのである。 したがって，国，県ともに「環境問題の側面」から総点検を指示せざる
をえず，一定の譲歩もみられるようになってくる。
すなわち，政府の公害対策として， 1970 （昭45）年に公害紛争処理法，海洋汚染法，土壊汚染防
止法，水賀汚潟防止法等公害関係14法が成立し， また1971（昭46〕年に悪臭防止法制定され，翌年
には自然環境保全法が制定された。 1971 （昭46）年には環境庁も設立されている。これに対応して
中田県政も 1970（昭45）年に公害部を設置し，同時に公害紛争処理条例を制定する。黒部市日鉱カ
ドミ問題に対しでも岡市三日地区をカドミ汚染地区に指定し， 1972 （昭47）年には，北電，共同火
力と公害防止協定を結ぶとともに， 三井金属とも汚染米対策の覚書を交換し，基本協定を結んだ。
そして 1973（昭48〕年には「ブ、ルースカイ計画」を発表するが，この計画の大気汚染対策は当初，
硫黄酸化物のみを対象としたもので， 窒素酸化物，フッ素，パナジゥム，クロム，ニッケル等の重
金属，浮討を粉塵を除外したこと， 総量規制でなく高煙突拡散による広域的汚染拡散方式を採用した
こと等，きわめてあいまいな対策にすぎず，住民の反発を一層大きくした。
しかも一方では，吉田県政期以上に，この時期， 新港背後地，臨海工業地帯に石油関連企業や火
力発電が進出，操業開始している。 すなわち1970（昭45）年住友化学アルミ精錬が本格的に操業開
始し，翌1971（昭46）年には富山共同火力（草島）の 1号機 2.5万肋が操業開始， つづいて富山化
学4工場が新設された。 1972 （昭47）年には富山外港計画， 1973（昭48）年には伏木外港計画も出
され，周辺住民や漁民の反発を一層招いた。
以上のような矛盾は， 1972（昭47）年「日本列島改造論」の策定とこれに対応した 1973（昭48)
年の中田県政「第5次総合計画」によって問題が解決されるどころか， 列島総汚染，県内全域工業
化，生活環境の悪化も一層拡大し，土地買占め， 地価暴騰，乱開発が進むことによって危機がさら
に深化することになったと言べきであろう。
1972 （昭47）年に出された「日本列島改造論」は， 中国県政「第5次総合計画」の前提となった
ものであり， 「新全総」の工業立地計画が公害反対運動で頭打ちし， しかも独占，財界の工業再配
置希望に対して不況克服を名目とし，その打開策として出されたものである。 目標年次を1985（昭
60〕年におき，構成は全 7章からなるが，その中心は， N・V・VIの3章であった。 I章「私はこ
う考えるJでは佐藤内閣期の自民党「都市政策大網」の賞讃とその延長線上に本書があることを述
べ， E章「明治百年は国土維新」では，都市集中のメリットのデメリット化を述べる。次いで匝章「
平和と福祉を実現する成長経済」， では，「新全総」のGN P平均成長 7.5%を上まわる10%の高成
長を知識集約型産業を中心につづ、けるとし， 以下の前提としている。 N章「人と経済の流れを変え
る一日本列島改造の処方筆1」では，工業再配置と交通ネットワークを二本柱として， 前者でし
基礎資源型を北東，西南に設定，大規模工業基地をつくり，水を広域的に略奪して， たとえば粗鋼
を2倍に，石油精製を4倍に，石油化学を4倍に各々拡大すること， 2，知識集約型は内陸工業と
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して農村地域へ進出させて農村の工業化・一体化をばかり， 高速自動車道のイ γター・チェンジ周
辺に工業団地，新25万都市創設して過疎・過密の同時解決をはかること， 3，電源立地としてダム
1千ケ所建設し，利水重点にして大都市周辺の工業の水不足を補うために広域的に水略奪を促進す
ること等であった。後者の交通ネットワークづくりでは，列島を 1日交通圏，一日経済圏に再編成
するための総合交通体系を必要とし， そのために新幹線，高速自動車道，本四連絡架橋等の建設を
促進して，これによって工業の地方分散も可能になり， 過疎・過密も同時解決するというものであ
った。現実は逆に促進し， 併せて伝統産業や地域経済を破かし、していくものに他ならなかったと
言うべきであろう。 V章「都市改造と地域開発一日本列島改造の処方筆2」， では，農村への工業
導入，農工一体農村をつくり， 内陸工業団地を核とした工業再配置によるインダストリアル・パー
クを含む25万都市を形成しようということにあるが， 新産都市の再現の危機をはらんだものであっ
た。官章「禁止と誘導一処方謹3」で、は，交通ネットワーク，工業再配置，第三セクターの主要三
点をあげ，事業費年間 300億円を自治体に負担させること， 民間ディベロッパー（田中自身もその
1人〉の活用と税制面で助成，優遇すること等をあげている。
要するに， 「新全総」の主要な柱，大規模開発プロジェクト， 民間ディベロッパーの活用， 「高
福祉」・高負担，広域行政等がそのまま継承・採用され， 全野党から批判を浴び、た。しかし，その
法的措置である1972（昭47）年の工業再配置促進法は，共産党を除いた各党賛成で、通過し， これに
よって融資，税制，補助金等の優遇措置とともに，移転，誘導地域等を含め， 「日本列島改造論」
の構想そのものが具体化されることになった。
富山県では， 1972（昭47〕年の「日本列島改造論」と工業再配置促進法とに対応して，翌1973（昭
48）年に「住みよい富山県をつくる総合計画」 （第5次総合計画〉が策定された。 多くの点で，ち
ょうど「新全総」と「改造論」の関係と同じように，「第4次総合計画」の基本的内容である広域行
政，受益者負担，民間ディベロッパーの活用， 県設民営方式，産業基盤への偏在，高生産性農業によ
る農工一体化， 内陸型工業への誘導等が踏襲され，尚一層強化されている。目標年次を1985（昭
60）年におき，計画の三本柱として， l，県民生活の基礎を固める計画（生活関連基盤） 2，人間
性を豊かに育てる計画（教育，芸術，文化，スポーツ等〕， 3，調和ある繁栄をもたらす計画（産
業全般〉を立てているが， 3の産業計画，就中， 工業計画が中軸であることには変わりはない。
そこで，まず工業計画についてみていくと， 機械系工業中心への転換を次のように述べている。
「今後の工業は，公害の防止，省資源，エネルギー，勤労内容の向上， 国際分業などへの課題を達
成するため，電解電炉工業を中心とした資源型工業構造から機械系工業を中心とした知識集約型の
工業構造へ転換をはからなければならなし、」と。 このような資源型から機械系を中心とした知識集
約型への転換をはかり，機械，住宅関連，ファッショ人医療関連， 資源再生工業の発展を促進す
るために， l，広域生活圏ごとにその中心に工業団地を造成すること， 2，農村部で機械工業を中
心にして，農工一体化を推進すること， 3，山村部では労働・知識集約型工業の立地を誘導するこ
と等， 「改造論」の新25万都市構想をほうふつとさせるものが述べられている。 1972 （昭47）年に
は，工業再配置促進法をうけて，通産省は富山市のみを除き（同年，改井市政の下で工場誘致条例
を廃止〉，富山県全域を工業誘導地域に指定したが， これをそのまま直接的に受入れ，積極的に中
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田県政が具体化したのであった。他方，紙パルプ，鉄鋼，化学，繊維等（資源型〉についても，県
内企業との有機的結合と無公害化をはかるとし， 富山新港周辺，臨海工業地帯についてもこれとタ
イアップして，アルミ，木材，機械系コンビナートを形成するとした。 したがって「第5次総合計
画」策定後も，新港背後地には， 1974（昭49）年， 富山新港火力が2機50万肋火入し，住友電工，
住友金属工業等の工場や富山新港鉄工業団地等が設立されている。ただし， 臨海工業地帯に関し
て，吉田県政「第2次総合計画」 (1961 （昭36）年〉期の目標と中田県政期の 1974（昭49）年の実
績との聞には若干の話離があることも事実である。 たとえば， 「第2次総合計画」の目標について
工業用地8397.Jhaは496万haの実積（48.3%の達成のみ），同じく誘導企業24社は33社 (137.5%)' 
雇用量37,000人は4,519人 (12.2%），また立地企業の内容で、は， 目標が鉄鋼，石油，化学，機械
等のコンビナートであったが，現実にはアルミ，木材関連，流通基地等を中心とし， それに火力発
電等が加わったものになっている。 したがって「第5次総合計画」の資源型工業・新港周辺工業化
政策は，スタグレーションの進行等も加わって現実の動きを一応認めた形のものになっていかざる
を得なかったものであろう。 以上のような工業化計画によって目標生産は1970（昭45）年の 7,511
億円を1985（昭60）年に2兆8,000億円の3.8倍にしようというものであった。
このような「列島改造論」および工業再配置法を受けた中田県政の工業計画を実効ならしめる方
策として，以下のような諸策がこれまた「列島改造論」と対応して打出されてくる。その第一は，
6つの広域生活圏構想であって， 県内交通ネットワークとタイアップ（したがって「列島改造論」
の新25万都市構想と交通ネットワークともタイアップ〉するものであり， 「第4次総合計画」の3
つの広域圏計画を一層具体化し，広域行政推進を強化たらしめるものであった。すなわち，魚津，黒
部市を核として他3町の新川広域生活圏，富山，滑川を核として他6町3村の富山広域生活圏，新
湊市を核として他 3町1村の射水広域生活圏， 高岡， 小矢部を核として他福岡町の高岡広域生活
圏，氷見市のみの氷見広域生活圏， 砺波を核として他5町4村の砺波広域生活圏，の形成をめざす
もので，福祉や医療，教育そ他，住民の生活に根ざした諸問題が広域的に処理されていくことになっ
た。そして， 6広域圏の中核になり，中部圏の中核や首都に直結するのが富山であり，それは次の交
通ネットワークによって実現されることになる。つまり，第二に，交通ネットワークについては，
居住地から各圏内の中核都市へ30分道路体系と各中核都市から富山への30分道路体系 f後者が「第
4次総合計画」の中軸〉を立案し， これによって過疎・過密も同時解決できるというものであっ
た。この時期，県内の僻地は過疎化が一層進み， 1970 （昭45〕年には，過疎地域対策緊急措置法が
制定されたのに対応して，県内でも山田，利賀村が過疎地として指定をうけているし， また1974( 
昭49）年には，山村振興計画地域として利賀，平村が指定されている。 このような過疎化の進行に
対して，計画にみられるような交通ネットワーク構想は， むしろ各閤内中核都市，さらには富山，
高岡への人口集中を招き， 逆に過疎化を一層促進させる危険をはらむものであると言うべきであっ
た。 したがって，このネットワーク計画のねらいは，まず「列島改造論」の列島 1日行動圏， 1日
経済圏に対応し， それになぞらえた県内30分行動圏， 30分経済圏ということを前提にして，独占に
よる県内の労働力市場，販売市場等の拡大・支配にあり， また県下全域の土地を独占本位に再編成
し高蓄積をはかろうとするものであったと言うべきであるし， さらには広域行政の県下全域貫徹・
-116ー 戦後日本資本主義と地域経済
強化にあったと言うべきであろう。これらのうちの労働力政策についは，次の農業政策と照応する。
すなわち，第三に，農業に対しては，まず農家への就業機会として内陸工業団地，農村工業拠点を造
成して農工一体化，県下全域の工業化をはかり，「列島改造論」に対応した広域圏ごとの新産都市に
かわる「新50万都市」の形成をはかる含みをもつものであった。山村部には労働集約・知識約型工業
の誘導をあげているが，実際にこれらの地域に進出した企業の多くは， むしろ機械や電子部門の大
企業の下請け，再下請企業が多く， しかも農家残留の老人や主婦の低賃金労働力をねらいとして立
地した知識集約型とはおよそ縁遠い企業であって， 70年代に入って県内でも戦後はじめて就業人
口，工業雇用量ともに減少するとし寸石油危機以降のとくに不況のしわょせの中で， まっさきに農
家，農村経済に打撃を与える零細企業が主なるものであった。 同時に伝統産業や地場産業への影響
も少からぬものがあったと言えよう。；ともかく， iこうした農工一体化政策に対応して， 農業その
ものについては， 「第4次総合計画」を一層押し進めて，高能率生産団地方式を採用する。すなわ
ち，その内容は， 3戸の中核農家 （50ha）を1つの生産組織に編成し， そこには高能率機械を導入
し，でき上った生産組織を2から8を集めて高能率生産団地に集中することであった。 この場合，
中核農家については，大規模受託経営1戸16ha（全体〉で，そのうちlOhaは受託， 6ha自作からなり
立ち，大規模作業受託経営は3戸で， 50ha（全体〉規模，そのうち32haは作業受託， 18haは自作から
なり立つというモデルを示して， これらに入れない農家はどんどん離農を促進させるというまさに
農民層分解促進，農工アシパラス拡大の独占的農業（農業破壊〉政策そのものであった。これが中田
県政の工業化政策のための受皿としての中核農家方式，受委託促進の農業政策であった。 したがっ
て農業戸数も1971（昭46）年の7.7万戸を1985（昭60）年に7.0万戸に約7千戸減少させ，農業就業人
口も12.5万人を4.5万の約3分1に減少させようとし、う指標を示す。工業生産目標は約3.8倍であっ
たが，農業総合では1.2倍，米生産では1.1倍にすぎず，インフレの中で実質上の減産目標であったと
言える。第四には土地利用計画が広域行政，交通ネットワーク，農工一体化政策と並んで，県下全
域の土地再編成による強蓄積を推進するために， 次のように立てられた。すなわち， 1972（昭47)
年から1985（昭60）年にかけて，林野は286,320加を280,610haに（5,710haに減少），農地は80,300
加を71,000haに （9,300ha減少〕，合わせて15,0lOha減少させて， これを住宅（4,l25ha），商業（
500ha），工業 （3,200ha），公共（8,800ha）の各用地合計 16,625haに転用するというもので，こ
れによって，ちょうど高岡市全域 (15,l05ha）程度にのぼる林野， 農地が消滅することになったの
である。第五には，以上の諸計画を実現するための財源措置として総固定資本形成を1975（昭45)
年の2,707億円から1985（昭60）年の 1兆円， 3.7倍になることを期待することにあり， うち民間に
対して2,022億円から6,068億円の3倍に， 県財政に対しては685億円から 3,920億円の5.7倍に各々
期待した。 民間の3倍に対して財政の 5.7倍とし、う財政主導型の財源措置が一つの特徴でもある。
以上の計画によって，人口は 1970（昭45）年の103万人は， 1975（昭50）年には107万人に，さら
に1985（昭60）年には 121万人に増加するとして， 以下，就業人口，生産所得の指標を同期間で掲
げる。就業人口では，第1次産業は14.1万人（24.5%）から10.9万人 (19.1%）へ，さらに 4.8万
人（8.2%）へ約9.3万人減少させて約3分1にするというのに対して，第2次産業は20.2万人（35.1
%）から21.0万人（36.9%）へ，さらに23.8万人（39.8%）へ増大させ，また第3次産業も23.3万人
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(40.4%）から25.0万人（44.0%）へ，さらに 29.9万人（52.0%）に増大させることにした。実際
には， 1970（昭45〕年から1975（昭50）年にかけてについてみると，第1次産業は14.1万人（25%)
から8.9万人（16%）へと計画の10.9万人以上に減少しているのに対して，第2次，第3次産業は，
1975 （昭50）年には各々21.1万人（38%)' 25.9万人（46%）と第3次産業が計画より若干上まわ
りながらも実現している。 しかし，ここで注意しなければならないのは，スタグプレーションの進
行の中で就業人口全体が 57.6万人から 56.0万人へと戦後はじめて約 1.6万人減少したことであろ
う。次いで、生産所得についてみると，全生産額は5,529憶を8,548億 (1.5倍〉に，さらに20,447億
円（3.7倍）に高成長させようとするものであったが， 1975 （昭50）年時点でインフレの影響を受
けてすでに 1兆2,024億円（2.2倍）を実現するという急テンポの成長であった。 雇用量の減少と対
照的である。そのうち第 1次産業は計画では， 494億円（8.9%〕を 547億円（6.3%〕へ， さらに
651億円（3.2%）へと，わず、か 1.3倍で相対的に地位を急減させようとしたのに対し， 第2次産業
は， 2,219億円（40.2%）を3,547億円（41.5%）へ， さらに8,839億円（43.2%）へ「列島改造
論」におとらぬ約4倍の増大を見込み，第3次産業も 2,816信円（50.9%）から4,454億円（52.2%
）へ，さらに10,957億円（53.6%）へ3.9倍の増大を見込んだ。実際にも1970（昭50〕年にかけて，
第1次産業841億円（ 7 %），第2次産業4,810憶円（40%〕， 第3次産業6,373億円（53J百〉と産
業構成比で計画を強行・実現している。これらのうち，第2次産業の工業部門について， 1970（昭
45）年から1975（昭50）年にかけてをみると， その構成比において出荷額では第l部門は57%から
63%へ増大して一層重化学工業部門の優位性を示したのに対して， 第E部門は43%から37%へ地位
を低下させた。一方，雇用量でも，第I部門が48%から54%へ増加して，戦後はじめて第I部門の
優位性を示したのに対して，第E部門は52%から46%へ減少して， 軽工業部門の県下労働者は過半
を割ったのである。 また工業部門全体で、もこの期間に戦後はじめて約1万人の減少をみることなに
り，不況とインフレの深刻さを表わしていた。以上のような産業計画，とりわけ工業化達成のため
に，富山県は全国でも屈指の産業基盤優先，生活関連軽視の財政投資がいかに行われたかは， すで
に表3-1の産業関連投資 1001こ対する生活関連投資指数を全国と対比して示したが， そこでもみ
られるように，中田県政に入ってから一層この政策が強化されたことが明らかである。すなわち，
1969 （昭44）～71（昭46）年の全国86に対して富山県38というひどさであったのが， 1972〔昭47)
年には全国85に対して富山県34と一層聞き，さらに 1973（昭48〕年には全国97と若干緩和されたに
対して富山県は依然34の生活関連軽視がつづけられた。 こうした中で， 富山県財政は1975c昭50
〉年には，オイルショック等の影響を受けて一般会計収入l,621.7億円，支出 1,623.8億円，差512
.1億円の赤字を出すに至る。 このような大企業奉仕の行政から来る県財政危機，従って住民自治，
住民生活の危機の構造は，現在，その収支尻が借金財政によって黒字化したと言っても何ら変ると
ころはなく，例年全国平均よりも低い人件費をさらに削減することや補助金カット，福祉， 保健
衛生関連の低率性と合理化，起債（借金〉，さらにはケチケチ運動等， 自治体労働者，県民，生活
弱者の犠牲によって一応帳尻が支えられているにすぎないからである。
さらに以上のような産業計画（計画の3本柱の 1つ「調和ある繁栄をもたらす計画」〉とその実
績および矛盾に関連して，他の 2本の柱である 「県民生活の基礎を固める計画」 （生活関連その他
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）と「人間性を育てる計画」 （教育，文化，芸術，スポーツ等〉についてみると， 前者は公共上下
水道等の遅れがめだって，全体で達成率22.8%程度にとどまっており，また後者も，美術館， 音楽
堂，彫刻の森，総合博物館の計画等，芸術・文化関係の達成は皆無同然であり，財源的措置も見通し
なしといわれている。 障害児教育，児童福祉，県民のスポーツ等もほとんど計画だおれの末着手状
態にあり， L、かに産業中心， 住民の生活あとまわしの県政かがこの点においても明瞭であった。
国のレベルで、は，現在「三全総」の策定が完了したのに対応して， 県政においてもそれにタイア
ップして「第6次総合計画」の策定が着手され， 近く発表されるとし、う。一方では，県民の中田県
政支持率70%以上とし、う地元新聞ニュースをみると， 多くの県民自体が県政の正しい評価を末だし
きれないで、いる状態であると思われる。 わたしたち住民自身の，わたしたち住民自身による，わた
したち住民自身のための県政，真の民主的県政を築きあげ， 発展させていくために，わたしたちひ
とりひとりが県政を自分のものとして注視していくことを不断の努力で果たさなければならないと
痛感せざるを得ない。
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